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I．はじめに

ミクロのレベル，すなわち企業単位での経営

戦略上の意思決定に今⽇アウトソーシング（特

に IT 関連）は⼤きな役割を演じるようになっ

ている。しかしながら先進国側での企業単位レ

ベルでのコスト削減と業務領域の特化・集中化

の動きと，開発途上国がどの産業を戦略的な拠

点とするかという問題が絡んでくれば，当該途

上国における資源賦存状態から選択された戦略

的産業は，当該途上国の発展段階だけでなく，

先進国側産業・企業の経営戦略に基づいた発注

の内容によって規定されることになる。

ITアウトソーシング・サービスに限らず，先

進国企業は常に最適地⽣産と調達を求めて，中

⼼となる特定の⽣産地・調達地を定めながらも，

アウトソーサーである途上国の発展段階，相対

的優位性を基に「棲み分け」的な発注を⾏って

いる。問題はかかるアウトソーシングのグロー

バル化の進展の中で，アウトソーサーとなった

途上国がグローバル競争の中で，どのような競

争優位と劣位を持って発展を遂げていくかにあ

る。当該産業分野（ITアウトソーシング）で先

陣を切って国際市場に踊り出てきたのはインド

であるが，2000 年前後から中国の成⻑も著しい

ものとなっている。

世界⼤で情報経済とデジタル化が進み，ソフ

トウェアという新しい商品・貿易財の登場に

よって―コピーが瞬時に可能で，輸送を必要と

しない従来の商品の定義にあてはまらないもの

―，これらと関連サービスを供給する側（国）

の経済成⻑を押し上げることに寄与してきた。

特に 90 年代を通じてソフトウェア・サービス

輸出でインドが注⽬されるようになると，上述

したように⽶国ビジネス界ではD. Paul［2004］，

H. Ron，Kobayashi-Hillary［2004］，Sahay［2003］

などによるインドを主としたアウトソーシン

グ，オフショア⾰命というような⽶国企業の経

営戦略⾯から研究・解説を試みた著書の刊⾏や

KPMGなどの経営コンサルティング・IT トー

タルソリューション企業による関連レポート類

が相次ぐようになっている。またわが国でもイ

ンドのソフトウェア産業に注⽬した現状研究や

調査として，⼩島［2004］，榊原［2001］，澤⽥

［2003］などの著書や⼩早川，内⽥［2003］，北

川［2004］などの著書・調査報告・論⽂が発表

されている。ただ⼀部の研究を除けば，インド

だけでなく，⽇本の主なアウトソーシング先の
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中国も含めて調査レポート段階に留まっている

のが現状であり，インド・中国側の発展という

視点からの研究は弱いという傾向が看取され

る。またその産業カテゴリーが依然として成⻑

中であることから，アウトソーシング先の経営

戦略の⼀環として組み込まれた視点に終始しが

ちであり，⽶国と同じアウトソーシング・ブー

ム的な取り上げ⽅が⽬⽴つと⾔っても過⾔では

なかろう。

以上のアウトソーシング発注側の経営事情，

研究状況を踏まえ，本稿では途上国の中でも⼤

国であるインドと中国に敢えて焦点を絞って，

その⽐較検討を試みることを主眼としたい。現

象としてのアウトソーシング・ブームを前提と

しながら，この⽐較検討が IT ソフトウェア・

サービスを通じた途上国経済に対して今後いか

なる発展的影響を与えていくのか，という課題

に対して⼀つの解答になればと考えている。検

討の順序としては IT アウトソーシング需要の

発⽣源となっている⽶国の状況にまず注⽬す

る。そして⽶国の需要に対応して急成⻑を遂げ

てきたアウトソーサー，インドの検討に⼊るこ

とにする。この検討を経て近年の中国の現状に

移り，需要側の規定要因として⽇本企業側のビ

ヘイビアを取り上げていくことにする。

Ⅱ．IT アウトソーシングと先進諸国にお

ける経営戦略

１．IT アウトソーシングの定義

アウトソーシングの定義を⽇本のアウトソー

シング協議会によって 2000 年に発表された『ア

ウトソーシング産業事業規模基本調査』に依拠

して列挙すれば，⑴⼈材派遣業による補助業務，

⑵業務の運営のみを受託する代⾏業務，⑶業務

の企画・設計を受託するコンサルティング業務，

⑷業務の企画・設計から運営までを受託する業

務の４形態となる。⑴では指揮命令権は委託企

業に存在する。⑵では企画・設計は委託企業が

⾏い，部分的，あるいは全部の業務・⼯程を外

注することになる。⑶では受託企業側が企画・

設計に関与し，業務のプロセスは委託企業側が

⾏う。⑷では委託企業側が企画・設計・業務プ

ロセスを全て委託することになる。

同調査報告の定義によればこれらは広義のも

のであって，国内外，製造業・⾮製造業を問わ

ないものとされている。そして四番⽬のみが狭

義のアウトソーシング，もしくは戦略的アウト

ソーシングと呼ばれるものとされている。最も

⾼い発展段階とされる⑷の形態では当該業務に

従事している労働者，社員のアウトソーシング

企業への転籍，もしくは委託側企業内部でのこ

れら⼈員の異動が⾏なわれる。この場合，「戦

略的」と名付けられる理由は⑴―⑶に⽐較し

て，⑷がより⼈員削減・⼈件費削減を中⼼とし

たコスト削減だけに留まらず，むしろ積極的に

外部資源を利⽤したリストラクチュアリング

（⼈員削減だけを意味しない），リエンジニア

リングを意味していることによる。なぜなら

ば，この「最終」形態のアウトソーシングは委

託する企業側に経営組織の再編，とりわけ「本

来の業務」（コア・コンピタンス）への回帰とそ

の強化を促すことにつながるからである。80

年代以降の⽶国経済に⾒られたように委託する

企業側のコア・コンピタンスへの回帰，あるい

はその変更が増加するにつれて，⑴―⑷の形

態・段階を問わず，アウトソーシング企業と関

係業界が急成⻑を遂げ，現在も成⻑は継続中で

ある。

アウトソーシング業界の成⻑・拡⼤に伴って，

発展段階的な捉え⽅は⼀つの主流となりつつあ

る。上述のアウトソーシング協議会の定義・捉

え⽅以外にも，90 年代を通じてアウトソーシン

グに関する定義は，その現象と進⾏を反映して

必ずしも⼀様でなく，経営学者，研究機関，企

業等によって様々な定義付けが⾏われてきた。
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上述のアウトソーシングの（特に発展段階に基

づいた）区分もそれらの⼀例にすぎず，現状の

⼀般的な（かつ便宜的な）認識を反映したもの

となっている。通信機器・家電製造等の EMS，

半導体製造のファンドリイ等というようにアウ

トソーシングは多業種にわたっているが，その

定義の多くは IT 業界が念頭に置かれているの

が現状である。わが国では⽶国の 80 年代以降

の事例と進展を念頭に置いた花⽥光世⽒の発展

段階論と「花⽥モデル」と呼ばれるものが最も

浸透していると思われるので，以下この花⽥モ

デルを中⼼に経営側（ミクロ）の視点に⽴った

認識とパースペクティヴに触れておかねばなる

まい。

２．IT アウトソーシングの発展段階論

花⽥発展段階論ではアウトソーシングは４段

階の発展を経るというように認識されている

（花⽥［2000］）。まず第１段階がコストダウン

型である。この段階では外注・代⾏もアウト

ソーシングの範疇に含まれ，ユーザー（委託側

企業）組織の合理化・効率化に焦点が当てられ

る。すなわちプロセスの効率化，コスト削減を

第⼀義的な⽬的として業務の外部化が進展す

る。しかしこの段階（単なるコストダウン⼀辺

倒に重点が置かれた場合）ではアウトソーサー

は利益を上げる体質を構築することができない

ため，安直な利益確保（規模のメリット追求，

⾃社内でのコスト削減，サービスの⼿抜き等）

に⾛りやすくなり，ユーザー，アウトソーサー

双⽅にとっての相乗効果とメリットは次の段階

に持ち越されることになる。

第２段階ではアウトソーサーの専⾨性・技術

⼒がより有効的かつ積極的に⽤いられ，そこで

⽣じた付加価値が組織活動・プロセスに加わる

ことになる。この段階では双⽅においてコ・

ソーシングと呼ばれるパートナーシップが結ば

れ，その⻑期化が期待されることになるが，実

際の契約期間は短期化し，契約内容はより付加

価値創出の⽅向に向かう。第３段階になると，

以上のパートナーシップを基盤にして新しい業

務プロセス・業務の流れがアウトソーサー，も

しくはアウトソーサー，ユーザー双⽅から提⾔

され，企業活動の川上から川下に⾄る広範な業

務領域が対象になってくる。この段階に⾄ると

アウトソーサー間の戦略的提携，パートナー

シップも構築され始める（IBM と AT&T，

EDS と MCI の提携が典型例）。このように第

２，第３段階に⼊ると「戦略的」アウトソーシ

ングと定義される。

最後の第４段階に⾄ると，技術の⾰新の進展

とともに技術拡散も顕著となるため，⼩規模ビ

ジネス（ベンチャー，マイクロ・ビジネス，

SOHO型エンジニア）をも巻き込んだ戦略的提

携に進むことになる。その際，既存の⼤規模ア

ウトソーサーはそのような戦略的提携の下でマ

イクロ・ビジネス集団を巻き込んだ円滑な運営

能⼒が加わることになる。以上の発展段階論に

沿って⽶国では第３段階に⼊りつつあり，⽇本

では第１段階から第２段階に⼊る過渡期と推察

される。また後者の過渡期においてはアウト

ソーサーの整理・統合が起こり，アウトソーサー

の寡占化も⽣じるという。

以上の発展段階論とともに，このアウトソー

シングの定義・概念は「花⽥モデル」と呼ばれ

ているが，同モデルではアウトソーシングを「業

務の設計・計画」と「業務の運営」に２分類し

た上で，上述したように戦略的な意味合いを持

つ次元はアウトソーサーが設計・計画まで⾏う

ことであって，外注（代⾏），⼈材派遣，コンサ

ルティングとは⼀線を画したものとなってい

る。このような概念・定義は細かい部分や各論

では論者によって異なってくるところである

が，外部資源の有効活⽤によるコア・コンピタ

ンス重視が尊重されていることでは概ね共通し

ていると⾔ってよい。
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こうした定義と発展段階は IT 業種を事例と

しており，他の業種にも適⽤可能ではある。た

だ委託側のニーズによって初期段階の外注（代

⾏），請負，⼈材派遣（いわゆる広義のアウトソー

シング）のまま定常的な業務に留まる場合もあ

る。その場合，国内外を問わず，並列的かつ共

時的に段階の異なるアウトソーサーが存在する

ことになろう。また委託側の経営戦略・ニーズ

も業種によって範囲が異なってくることが考え

られる。この点はグローバリゼーションの進展

によって委託側が海外，特に途上国のアウト

ソーサーを選択する際に，委託する途上国関連

産業とともに発注国側の IT アウトソーシング

の発展段階を通じて相互規定が⽣じ，後者が前

者を規定する要素が強くなるという点である。

この点に関しては後節で検討するようにインド

と中国は⽶国，⽇本というように異なった主要

発注先の規定下にありながら，次の発展段階の

ステージに移動しようとしている，アウトソー

サーの典型的な事例といえよう。

Ⅲ．IT アウトソーシング，オフショア⾰

命の震源地としての⽶国

１．1960 年代―90 年代までの⽶国におけるア

ウトソーシングの進展

⽶国では 1960-70 年代に情報処理サービスを

中⼼とした企業向けアウトソーシングが形成さ

れていくことになるが，その嚆⽮となったのは

EDS（ロス・ペローによって 62 年に創業）によ

る計算業務・ソフトウェア開発の受託である。

コンピュータの普及，IBMの業務拡⼤に伴って

情報処理関係の多様な業務を EDS が引き受け

ていくことで，後発アウトソーサーの参⼊が促

進され，80 年代に⼊ると⼈材派遣業が成⻑する

とともに，受託業務⾃体も部分的なものではな

く⼀括受注（システム設計，プログラム開発等

の領域）へと変っていくことになった。やがて

ハードウェア⽣産を専⾨としていた IBMさえ

も，業績低迷を経てアウトソーシング業務に経

営の⽐重を移していくことになったことは記憶

に新しいし，NCR（National Cash Register）も

90 年代にトータルソリューション企業へと転

進を遂げている
(1)
。

周知のごとく 80 年代の⽶国では不況の⻑期

化に伴って，個々の企業のリストラクチュアリ

ング，リエンジニアリングを⾏う上で⼤きく活

⽤されたのがアウトソーシングであった。代表

的な事例だけでも 84 年の GMによる情報シス

テム部⾨のアウトソーシングを⽪切りにして，

80 年代後半にはアウトソーシングの加速化が

⾒られ，特に 89 年にはコダックが情報処理部

⾨を IBMにアウトソースする際，アウトソー

ス先（IBMを中⼼とする３社）に社員を転籍さ

せた事例はコダック，IBM双⽅にとっての成功

例となった。この他にも類似の事例は枚挙に暇

がなく，90 年代になると国内外共にアウトソー

シング業界は急成⻑を⾒せはじめることにな

る。95年コンパックがパソコンの開発・設計を

台湾企業に⼀部アウトソーシングするというよ

うに，IT関連を中⼼とした国外へのアウトソー

シングはさらなる加速を⺬すようになる。そし

て 90 年代後半以降，ソフトウェア・サービス領

域での国外の有⼒なアウトソーサーとしてイン

ド企業が台頭してくるようになった。

このように IT 関連業種がアウトソーシング

部⾨の急成⻑を牽引したといってよいが，アウ

トソーシングの中⾝も 90 年代には総務・⼈事・

カスタマーサービス・財務・マーケティング・

営業・運輸というように多様化・拡⼤化を遂げ

ることとなった。⽶国アウトソーシング協会の

推計によれば，01 年の市場規模は 5,440 億ド

ル，90 年代後半の同市場の年平均伸び率は 32％

を記録するまでになった。また BP（Business

Process），IT，製造の３分野に分けた場合，

2000 年時点では IT20％，製造７％に対して残
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りの 73％を BP が占めており，⼀般事務，不動

産・設備，販売網・物流，⼈材，⾦融，カスタ

マーサービス，マーケティング・販売，運輸，

マネジメント等の BPO（Business Processing

Outsourcing）隆盛を窺うことができる。特に

カスタマーサービス，⼈材（派遣），⾦融，事務

管理の伸び率が全般に⾼く，その中でも事務管

理⽀援が年率 30％，⼈材派遣も同 20％と⾼い。

ただしこれら細分化された BP の各業種でも

IT 関連のシェアが⾼いため，全般的に⾒ると

IT 関連部⾨がアウトソーシング業界の中枢を

占めていることに変わりはない。その IT 関連

のアウトソーシングも単なる情報処理委託では

なく，システムインテグレーション，ネットワー

ク構築等，より企業の経営戦略にとって不可⽋

なものが中⼼となっている（中⼩企業⾦融公庫

調査部［2004］10⾴）。

以上の⽶国におけるアウトソーシングの概略

から，バックオフィス業務を中⼼とした BPO

に的を絞って⾒ることにしてみよう。01年段

階で BPOでは出張事務，給与事務，福利厚⽣

でアウトソーシング⽐率が⾼く，40％強，さら

に税務や保険事務が 37％程度と企業のコア業

務とは別の周辺的な業務がアウトソーシングの

対象となっていることがわかる（同 13⾴）。こ

の BPOアウトソーシングは，従来の ITソフト

ウェア・サービスに⽐較してプログラミング⾔

語を習得した IT スキルを⽤いない労働⼒で済

むため，IT アウトソーシングの発展段階とは

異なる低賃⾦に基づいた周辺部労働⼒として，

途上国企業のアウトソーサーを急成⻑させてい

くことに繋がっていく。その代表例が後述する

ようにインド企業なのである。

２．⽶国発「オフショア⾰命」の進展

⽶国では企業単位の経営戦略⾯からサービス

労働のオフショア化が進⾏しており，これが企

業単位ではコア・コンピタンスの強化とコスト

削減につながってきた。専業アウトソーサーに

これら業務を委ねることで，効率性の評価が困

難な周辺的なホワイトカラー，専⾨労働という

分野を外部的，客観的な判断・選別指標に基づ

いて位置づけることを企業に可能にさせたとい

える。こうしたアウトソーサーの活⽤を通じ

て，80 年代以降のリストラクチュアリング，リ

エンジニアリングが進展した。しかし，近年で

は，これは同時に⽶国国内の当該分野における

雇⽤を著しく不安定にするとともに，国内労働

のカジュアル化の進展をもたらしてきた。特に

オフショア・アウトソーシングについては近年，

州議会で雇⽤流出の懸念から公務のアウトソー

ングを禁⽌するという法案が成⽴する事例もで

てきている。

BPOと違ってパソコン，通信機器，半導体，

家電，繊維等の製造業のアウトソーシングは途

上地域，とりわけアジアに広く浸透してきた経

緯があり，こうした「⽣産のアジア化」が⽶国

メーカーのファブレス化を促すという結果につ

ながり，企業のブランド戦略（ブランディング）

への傾斜，起業環境の整備を惹起してきた（メー

カーを起業する場合，企業家は巨額の固定資本

投資を避けることができるし，試作品もアウト

ソーサーが作ってくれる）。極論すれば，最終

的に―発展段階論に従えば―進化したアウト

ソーサーは IT 産業に⺬されるように，開発・

設計から販売まで⾏うことになるから，起業家

（entrepreneur）に必要とされる能⼒は，アイ

デアと資⾦調達，そして適切なアウトソーサー

の選択と彼らとの関係（アライアンス）を構築

することに限定されてしまう。これは決して夢

物語でなく，現実に⽣じている事態でもある。

IT 関連業界の中でもハード部⾨では，特に

コンピュータ⽣産，通信機器⽣産の分野がアウ

トソーシング進展の⼝⽕を切ったことで知られ

ており，コンピュータでは 80 年代を通じて⽶

国メーカーの国外アウトソーシングは既に始
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まっていたが，決定的な契機となったのは 93

年のコンパックショックである。これによって

世界的にパソコンの低価格競争が進⾏したため

に，コンパック，HP などの⽶国企業が台湾企

業にパソコン組み⽴て，部品⽣産を次々とアウ

トソーシングしていった結果，台湾のパソコン

各部品はマザーボードをはじめとして世界市場

シェアの優に過半数以上を占め，パソコンの最

⼤⽣産基地へと変貌していったのである。

OEM⽣産から⾃社ブランド製品へと発展的な

成⻑を遂げた台湾メーカー（エイサーが代表的）

も現れるようになった。こうしたアウトソーシ

ングの進展は発注企業側の事業の絞込み，すな

わちコア・コンピタンスを経営戦略の中核に据

えることを可能とする。そして東アジア企業の

事例のように技術移転，相対的経営⾰新，⾦融

との結合，新市場・新⽣産拠点の開発等を含む，

いわゆるシュンペーター流のイノベーションの

発⽣を通じて地域的かつ派⽣的な成⻑連鎖を⽣

み出すことにつながっていく。

上述の成⻑経緯は ITハード部⾨をも含む労

働集約的な産業分野で広く観察されてきたこと

であって，繊維産業のように後発アジア途上諸

国が後⽅連関の弱さゆえに成⻑が⼀過性のもの

となる危険性を内包しながらも，業種によって

は派⽣的な拡⼤がさらに続いている。例えば

ITハード部⾨を中核に据えたアジア企業がア

プリケーションソフトや広範な IT サービス事

業へと業務拡⼤を⾏い，当然予想される将来の

確実な収益源泉を確保しようという経営戦略に

も鮮明に⺬されている。既にこれは同種の⽶国

企業が経験してきたことでもある。

⽶国を震源地とする IT 関連企業のアウト

ソーシングは 90 年代の IT，ネットバブルの終

焉とともに，新たな派⽣的かつ周辺的な労働⼒

を動員するという成⻑局⾯に移⾏しつつある。

いわゆる BPO，IT Enabled（以下，ITES-BPO

と呼ぶ。また引⽤・参照⽂献が BPOとのみ記

している場合は，BPOとのみ記す）と呼ばれる

事業領域である。このような国外への ITES-

BPOには⽶国内でのオン・ショア（Onshore）

も残されてはいるが，基本的にはオフ・ショア

によるものである。主要なアウトソーシング先

としては，インド，中国，フィリピン，ロシア

であり，ニア・ショアとしてメキシコ，カナダ，

中⽶，ラテンアメリカ諸国といった名前を挙げ

ることができよう。例えばオフ・ショアの主要

アウトソーサー国だけとっても各国が得意とす

る IT 関連サービスは異なっている。R. L.

Clickと T. N. Dueningによれば，BPOアウト

ソーシングが進展している背景として，発注企

業側の事業領域の専⾨化（コア・コンピタンス）

という理由の他に，アウトソーサー側も含むブ

ロードバンド・インターネット，インターネッ

ト・セキュリティの普及，データ蓄積に伴うコ

スト低下，オンライン分析や教育の浸透が

BPO⾰命を促進する技術的，社会的背景となっ

ており，おおよそインドはマニュファクチュア

リング，中国はプログラミング，フィリピンは

⾦融分析，ロシアはコールセンターというよう

に，分類区分することができるという（Click,

Duening［2005］）。しかしながら，BPOアウト

ソーサーの国別の相対的優位性を暫定的に明⺬

することはできても，このような分類は現在進

⾏している BPOアウトソーシングの現状を踏

まえたならば，必ずしも適当であるとはいえな

い。

確かに IT サービス全般のアウトソーサー

国・企業では BRICs を中⼼として，⽐較的学歴

の⾼い層を雇⽤吸収し，国の新たな経済開発拠

点となりうるサービス産業として成⻑しつつあ

る。その反⾯，アウトソーサー側の発展段階差

という観点からすれば，BPOに関わる相対的・

絶対的な技術・熟練度の低いコールセンター，

プログラミングから中間的なドキュメンテー

ション作成，さらには技術集約度，熟練度の⾼
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い開発・設計業務までを，競争優位を持つ先発

特定国の企業が⾼いシェアを享受するという⽅

向に向かいつつある。むろん特定優位国におい

ても BPO成⻑期においては厳しい企業間競争

は避けられないものとなる。上述したそれら特

定（先⾏）優位国の中でも筆頭優位国が⽶国企

業にとってインドであることに変わりはない。

３．ソフトウェア・サービス，BPOを戦略的産

業とする諸国

WITSA（World Information Technology

and Services Alliance）の統計（Digital Planet，

2004）によれば，ソフトウェアとその関連サー

ビスの世界市場規模は 03 年現在で前者が

2,159億ドル，後者が 5,319億ドルに達してお

り，07年には各々 3,209億ドル，7,429億ドル

になると予想されている（情報サービス産業協

会［2005］12-13⾴）。伸び率ではソフトウェア

の市場規模の⽅がサービスよりも４％程⾼いも

のの，サービスの絶対的規模の⼤きさは現状で

ソフトウェアの約 2.5倍，07年においても 2.3

倍以上である。将来にわたってソフトウェアの

開発・普及に伴う IT サービスの派⽣的規模は

巨額なものであって，現状においては⽶国と⽶

国企業（IBM，EDS，CSC，HP，アクセンチュ

ア等）が世界市場で国際的優位性を保持し成⻑

を持続させている。しかし，それは同時に途上

国のアウトソーサーにもビジネス機会を与える

ものである。この場合のアウトソーサーの国際

的優位性は，ソフトウェア開発・輸出で実績を

重ねてきた国・企業にあり，その場合，BPOを

含む IT サービスでも，加速的な成⻑を遂げる

可能性を持っている。

インドと中国の⼆国を含む BRICs，及びアジ

ア地域ではベトナム，フィリピンが ITES-BPO

アウトソーサーとして最も有⼒なグループを形

成しているが，その場合，アウトソーサー間の

競争も⽣じている。そして、より重要な点はこ

うした業務においてはアウトソーサー間に発展

段階差が存在しているということである。後述

するように，総合的に⾒て最も先端的な技術を

擁しているのはインドである。そしてアプリ

ケーションソフト，BPO輸出でインドを急追

するのが中国というように，⼆つの軸を中⼼に

して途上国のアウトソーサー企業が成⻑を持続

している。

また上述のアウトソーサーを除いてソフト

ウェアの売上⾼・輸出⾼で 90 年代を通じて⾃

国の経済成⻑を牽引するほどの成果を⺬しえた

国としてアイルランド，イスラエルの名を挙げ

ることができる。アイルランドは 90 年代通じ

て政府のソフトウェア輸出振興政策が功を奏し

て，91-2000 年間の平均経済成⻑率は 7.2％，特

に成⻑率が⾼まった 94 年以降の６年間につい

ては年平均 10.7％という OECD 諸国の中でも

際⽴って⾼い経済成⻑率を達成した（データは

OECD［2005］p. 149.）。またイスラエルは⽶国

向けソフトウェアを中⼼とした輸出が好調で

あって，01年には売上⾼でアイルランド，イス

ラエル各々７億 6,500万ドル，３億 7000万ド

ル，輸出額で各々６億 6000万ドル，２億 6000

万ドルを記録し，GDP に占める売上⾼の⽐率

は各々 7.4％，3.4％だった。このようなソフト

ウェア輸出国を「⼩国型」とすれば，インド，

中国，ブラジルもソフトウェア輸出を振興し，

やはり 90 年代を通じて売上⾼・輸出⾼で成⻑

してきたことから，（⼀先ず国単位の経済規模

からすれば）この３国を「⼤国型」と呼ぶこと

ができるかもしれない。

しかしながら，これら３カ国は同年の売上⾼，

輸出⾼はインドが各々８億 2000万ドル，６億

2200 万ドル，中国が各々７億 4000 万ドル，

4000万ドル，ブラジルが各々７億 7000万ドル，

1000万ドルとなっており，売上規模ではアイル

ランドと⼤きく違わないものの，インド以外の

⼆国では輸出額が極端に低く，売上の⼤半が国
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内市場から得られたものとなっている。輸出⽐

率としてインドが 76％に達しているのに対し

て，中国，ブラジルは各々 5.5％，1.5％にすぎ

ない。中国の輸出額は 01年時点でインドの輸

出額の約 16分の１でしかなく，ブラジルに⾄っ

ては僅か 62 分の１にすぎない。（以上のデータ

は Veloso［2004］ただ中印間の格差はこの後，

後述するように，さらに縮⼩に向かっている）。

そして，この「⼤国型」３カ国の売上⾼をもう

少し詳しく⾒てみると，より明⽩な差異が存在

していることがわかる。

上述のソフトウェア売上⾼はソフトウェアと

サービスの⼆種類から成っており，サービスの

⽐率はインドが 80％であるのに対して，中国は

58％，ブラジルが 56％とソフトウェアの⽐率も

⾼い。この時点でのソフトウェア企業数はイン

ドが 2,800 社なのに対して中国，ブラジルは

5000社を超えている。これだけでも中国，ブラ

ジルでは，中⼩・零細のソフトウェア企業が⼤

半を占めていることが容易に想像できるが―ま

たそれが技術・労働集約性の⾼い斯業の特徴で

もあるが―，より肝⼼な点は現地における外資，

現地資本いずれが優位かという点である。2000

年代初頭現在のブラジルにおける売上⾼トップ

10 はマイクロソフト，SERPRO，Comp. As，

EDS，CPM，アクセンチュア，オラクル等⽶国

系企業が有⼒企業として名を連ねており，トッ

プ 10 中７社が外資系である。インドでは

TCS，Infosys，Wipro，Satyamなどの現地資本

で占められており，いずれも国際的な実績を

持った企業が名を連ねている。トップ 10 のう

ち２社（Mahindra B，HCL Perot）のみが合弁

である。中国においても Founder，PuTian，

Legend，DongFang等の現地資本が優勢で，11

位に IBM，12 位にマイクロソフト，13位にオ

ラクルが顔を出している程度である（Veloso

［2004］Veloso［2003］p. 21.）。

つまり，これらソフトウェア・サービス産業

の成⻑著しい⼤国のうち，ブラジルは⽶国系資

本の独壇場になっており，国内市場がヨーロッ

パ市場同様，成熟している⼀⽅で（Veloso［2003］

p. 36.），輸出パフォーマンスは芳しくなく，主

として国内市場を⽬当てに⽶国系資本が進出し

ているのに対して
(2)
，インド，中国では現地資

本が斯業の担い⼿であり，特に後者では輸出額

が 01年以降，急速に成⻑している。ITソフト

ウェア・サービスの輸出という観点からすれば，

インド，中国（特に後者）の国際市場における

プレゼンスは⼀層⾼まっている。以下では両国

の⽐較という本稿の⽬的に照らして，順次この

⼆つの「⼤国型」アウトソーサーの概要と⽐較

を中⼼にして論じていくことにしよう。

Ⅳ．「先発優位⼤国」としてのインド

１．成⻑の経緯と特徴

IT部⾨での⽶国企業のアウトソーシング先

の多くがインド企業へ向けられていることはよ

く知られている。91年のインドの経済⾃由化

政策を通じて，経済・産業⾯での⽶印関係は 80

年以前と⽐較して⾶躍的に強まったが，その中

でも IT 関連部⾨，とりわけカスタムタイプの

コンピュータソフトウェアの⽶国向け輸出，⽶

国 IT 企業の開発・設計部⾨のインドへの拠点

移動，インド国内外での IT労働者の⽶国企業

の利⽤が中核的な位置を占めてきた。⽶国 IT

企業にとっての汎⽤⾔語である英語の普及，理

数系を中⼼とした⼤卒以上の ITエンジニアの

絶対的な供給数もインドでのソフト産業振興の

ための主要な⼟壌となったが，それは⼀朝⼀⼣

のうちに出現したものではない。この点を理解

しておかなければ，なぜインドにキャッチアッ

プしようとしている中国やマレーシア，フィリ

ピンに対して，インドが技術的優位性を保持し

続けているのかを説明することが困難となる。

冷戦時代を通じて国産コンピュータ開発（そ
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の後頓挫），IT関連公企業を中⼼とした開発体

制下での技術者養成，⽶国留学組とシリコンバ

レーでのアントレプレヌールの蓄積という⻑中

期にわたって構築されてきた諸前提と，80 年代

以降の段階的な経済⾃由化，とりわけ国際収⽀

危機を契機に 91年以降進⾏したドラスチック

な経済⾃由化の潮流の中で、TCS（TaTa Con-

sultancy Services），インフォシス，ウィプロと

いった⼤規模企業から中堅・ベンチャー系企業

に⾄るまでソフトウェア・サービス部⾨で⺠業

が活発化するとともに，90 年代に⼊ると政府に

よってソフトウェアテクノジーパーク（STPI）

が各地に建設され，⽶国への輸出態勢とソフト

及び IT 関連の開発拠点としての世界的地位を

固めてきた（澤⽥［2000］第７章参照）。と同時

にデジタル財という新しい商品・サービスを供

給する新しいタイプの「多国籍企業」がインド

で短期間に次々と誕⽣していくことになった

（伊⽥［2005］)
(3)
。主として⽶国発信のアウト

ソーシングの枠組みという成⻑制約下で，こう

したソフト開発・輸出を中核としたインドにお

ける IT景気は⽶国発信の IT景気・ブームの

終焉によって 2000 年以降，陰りを⾒せ始める

かと思われたが，その後も産業全体としての成

⻑は持続している。その理由に⾔及する前に，

まず 90 年代を通じてインドが⽶国 IT 企業に

とって国外における最も重要なアウトソーサー

になった背景として以下のことを理由として掲

げておこう。

⑴ 90 年代を通じてインドの IT 産業規模

が急拡⼤したこと，特に 2000 年の Y2K

問題によって国際的なアウトソーサーと

しての評判が確⽴されたわけだが，それ

以前にカスタムソフトの受注，パッケー

ジソフト輸出と⾼い技術⼒を通じてイン

ド企業は⼤規模企業に続いて，既に中堅

企業がオフショア業務・輸出に加わって

おり，後述するように ITES-BPO業務に

よって 2000 年以降，⼆段階にわたる産

業規模の拡⼤があったこと，

⑵産業規模の⼆段階の拡⼤によって，さら

に新規参⼊企業が次々と加わって，それ

までのインドの既存産業とは異なる厳し

い競争を通じながら，これら企業群が国
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出所）Department of Information Technology [2005] p.109 より作成。



外受注を獲得していったこと（既存・新

規市場の拡⼤），

⑶ 90 年以降，インド政府によって設置さ

れてきた STPI が課税⾯・インフラ⾯で

⼊居企業に対して優遇措置を付与してき

たため，インドを開発・設計拠点とする

外資系企業の進出が相次いだこと，

⑷こうした国家的な⽀援体制の下で，IT

エンジニアの賃⾦コストの低さから，⽶

国企業のアウトソーサーとして注⽬され

るようになり，開発・設計から，より周

辺的な業務の拠点として外資の進出に拍

⾞がかかったこと，

⑸ IT教育体制の先進性と英語の普及，⼈

材供給⾯での相対的優位性が存在したこ

と，

⑹⾼い技術⼒は国際的な認証資格取得とし

て最も難度の⾼い SEI-CMM5（カーネ

ギーメロン⼤学ソフトウェア⼯学研究所

による認証）を取得している企業，開発

センターが，04 年段階で 70社（世界の

取得企業の半数以上）を超えていること

に象徴されており，総合的なスキルで常

に⾼い国際的評価を維持していること，

以上の点を成⻑の主な理由として指摘できる

わけだが，忘れてはならないのは⑴で強調して

いるように，湾岸危機を契機とした国際収⽀危

機によって経済⾃由化がドラスチックな進展を

⾒せるようになる 91年以前に，国内における

IT振興政策と TCS，インフォシス，ウィプロ

等の⼤⼿企業が確実に受注型（カスタムソフト）

ソフトウェア⽣産による国際的実績を積み重ね

てきたという素地があったということであ

る
(4)
。この⾯で新興産業ゆえに従来の官僚規制

経済の枠組みの中で，旧来型の産業（鉄鋼，⾃

動⾞，繊維）に⽐較して⾃由に⺠間企業部⾨が

参⼊・活動できたという背景も看過することは

できない。この結果，90 年代を通じてオフショ

アサイト⽅式によるソフトウェア（特にパッ

ケージソフトと受託プロジェクトが中⼼）輸出

が急成⻑を遂げていったのである。

IT関連業界の成⻑は 90 年代後半に⼤幅な急

伸を⺬しており，輸出額においては近年成⻑の

著しい中国の約６倍（03年現在）という輸出規

模を誇っている。03 年現在で IT ソフトウェ

ア・サービス産業は GDPの４％を占め，約 70％

近くが⽶国へ輸出され，残りが主に EUへ輸出

されている（NASSCOM，CSIAデータによる）。

インド通信情報省の統計によれば，04/05年の

ソフトウェア・サービス輸出は 172億ドルにの

ぼり，前年⽐ 34％増を，また後述するように

IEES-BPOの伸びが著しく，03/04 年の同部⾨

の輸出は 36 億ドルにのぼり，前年⽐ 44％増を

記録している。ITES-BPO輸出は IT-ITES総

輸出の 27％を占めるようになっており，04/05

年には 50億ドルを超えるとされている。イン

ドではハードウェア⽣産額（消費⽤・産業⽤エ

レクトロニクス製品，コンピュータ・コンポー

ネント類等）も相当規模に達しているが，2000

年にはソフトウェア⽣産額がハードウェア⽣産

額を上回り，翌年にはソフトウェア輸出額が

ハードウェア⽣産額を上回っている。04 年現

在（⾒積もり）のハードウェア⽣産額はソフト

ウェア輸出額の 65％相当にすぎない。ソフト

ウェアの輸出⽐率は 80％にも達している

（Ministry C & I [2005] pp. 14-15, p. 109.図 1

も参照のこと）。

ただし，インドの IT ソフトウェア・サービ

スの成⻑は著しいものでありながらも，世界市

場規模の中に置いてみると，その規模・シェア

は依然として成⻑途上にあることを断っておか

なければならない。この点は中国も同様であ

る。⼀つの⽬安として，03/04 年のインドの IT

ソフトウェア・サービスの規模を，WISTAが

提⺬している世界市場規模でのソフトウェアと
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サービスを合算した規模の中に置いてみれば，

その規模は僅か 1.7％にすぎない。また⽶国の

IT サービス輸⼊規模は判明する 97-01年の平

均輸⼊額が約 27 億ドル（輸出額は約 97 億ドル）

で 01年だけでは 30億ドルにすぎず，インド側

の輸出額と⽶国側の輸⼊を対照させていくこと

が困難となっている（以上のデータは情報サー

ビス産業協会［2005］12-13⾴，21⾴）。つまり

IT アウトソーシングについては⽶国側から⾒

て必ずしも統計が整備されているわけではな

く，サービス貿易の業務区分を含めて曖昧な点

があり，正確な把握が困難となっている（この

点の指摘については佐々⽊［2003］を参照のこ

と）。いずれにせよ，⽶国国内のソフトウェア・

サービス，及び輸出にはインドからの⾒えない

輸⼊額部分で⼀定程度占められていると推察さ

れる。

IT サービスそのものの分類については，⼤

別すればソフトウェア・サービス，ITES，R&D

サービス（組み込みソフトウェア，製品開発・

デザイン）に分けられ，輸出の太宗であるソフ

トウェア・サービスは，NASSCOMによる最新

の定義に従えば，表１に⺬されるように，さら

に IT コンサルティング，システム・インテグ

レーション，アプリケーション・アウトソーシ

ング，カスタム・アプリケーション開発とメン

テナンス，ネットワーク・コンサルティング，

パッケージ・ソフトウェアサポートとインスト

レーション等に細かく分類されている。この中

で突出した輸出額を誇っているのがカスタム・

アプリケーション開発とメンテナンス，アプリ

ケーション・アウトソーシングの⼆つである。

今後の世界市場規模からいえば，システム・イ

ンテグレーション，IS アウトソーシング，パッ

ケージ・ソフトウェア・サポートとインストレー

ション市場でどれだけ輸出を伸ばしていけるか

が，世界シェアを⾼めていく上での鍵となって

いる（⼩島［2004］53-54⾴）。なお ITES-BPO

を含む業種別輸出内訳（03/04 年）では，BFSI

（⾦融業向けサービス）が全体の 37％を占めて
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表１ インドのITサービス輸出の内訳と成⻑率

プロジェクト志向型サービス

2003年

(10億ドル)

3.23

2004年

(10億ドル)

3.85

成⻑率(％)

＋19.2

ITコンサルティング

システム・インテグレーション

カスタム・アプリケーション開発＆メンテナンス

ネットワーク・コンサルティング＆インテグレーション

0.08

0.10

3.02

0.03

0.12

0.14

3.54

0.05

＋50.0

＋40.0

＋17.2

＋66.7

ITアウトソーシング 1.94 2.45 ＋26.6

ISアウトソーシング

アプリケーション・アウトソーシング

ネットワーク・インフラ＆マネージメント

001

1.85

0.08

0.02

2.16

0.27

＋100.0

＋16.8

＋260.0

サポート＆トレーニング 0.37 0.81 ＋64.9

ITトレーニング＆教育

ハードウェア・サポート＆インストレーション

パッケージ・ソフトウェア・サポート＆インストレーション

―

0.02

0.35

0.02

0.04

0.55

―

＋100.0

＋57.1

総計 5.54 6.91 ＋24.8

出所）NASSCOM [2005] Facts & Figures.



⾸位であって，以下製造業（13％），通信サービ

ス（７％），⼩売（6.2％），通信設備（６％）が

⼤きな⽐率を占めている。⾦融がサービス輸出

の基幹的部分を構成しているものの，他業種へ

の参⼊も ITES-BPOの成⻑によって今後増加

していくと考えられよう。

以上で紹介してきたように，90 年代初めから

インドのソフトウェア・サービス産業は強い輸

出志向を持っていたが，2000 年以降，それがさ

らに強くなったということと，IT ソフトウェ

ア・サービスの中で，より周辺的な関連業務と

して ITES-BPOが急成⻑してきたことがわか

る。関連企業数も急速に増加しており，STPI

加盟企業は 91/92 年の 164社から 01/02 年には

7,204 社にもおよんでいる（同⼩早川，内⽥

［2003］９⾴，及び STPI, Bangalore）。同様に

して NASSCOM加盟企業も 1988年の 38 社か

ら 2004 年末の約 900へと増加しており，900社

のうち 160社近くは⽶英，EU，⽇，中国の外資

系企業である（NASSCOM [2005] Annual Re-

port, p. 7. p. 9.）。こうした外資系企業やインド

系のニューヨーク証券取引所・NASDAQ上場

企業（ウィプロ、インフォシスなど）をはじめ

とする⼤⼿企業だけでなく，中⼩企業も含めた

輸出志向・オフショア志向企業の参⼊によって

産業発展のダイナミズムが⽀えられている。

91年の経済⾃由化以後，インドでは加速的に

政・官・学・産のアライアンスを通じて南部の

バンガロールをはじめとしてハイデラバード，

ノイダ，ムンバイ等のソフトウェア部⾨を中核

とする IT 産業の集積地が既に形成されてお

り，現在もなお各集積地ではクラスター間・内

部での競争を通じて強い成⻑志向が⺬されてい

る。これら IT ソフト産業のクラスターは旧来

の製造業クラスターとは⼀線を画したものであ

る。製造業クラスターに⽐較して世界の中でイ

ンドが先⾏してソフトの開発関連で卓越した集

積地となりえたのは，優秀な ITエンジニアの

⼈材確保における相対的かつ絶対的優位性が存

在していたためである。トップクラスの IT⾼

等教育機関としては IIT（インド⼯科⼤学）や

IISc（インド科学⼤学院⼤学）のような⼤学院

を有する⼈材供給先が存在しており，こうした

理⼯系⼤学以外に専⾨学校等を通じて幅広く関

係業界に定期的，及び恒常的に⼈材が供給され

ている。NASSCOMによれば，02 年には IT関

連労働者数は 65万⼈にも及んでおり，より専

⾨的なソフトウェア分野の労働者だけでも 45

万⼈にも達している。つまり必ずしもプラグラ

ミング⾔語に習熟した⾼度な専⾨性に限らず，

より幅広い周辺的な業務としての ITES-BPO

に従事できる労働者を不断に⽣み出していくこ

とのできる幅広い教育システムが根付いている

からである。

３．成⻑の第⼆局⾯へ

ソフトウェアを中⼼としたアウトソーシング

から，インドではより幅広いアウトソーシング

業務受注への移⾏へと企業は急速にシフトして

おり，激しい企業間競争を展開するようになっ

てきている。このアウトソーシングの業容拡⼤

こそが 2000 年以後の世界的 IT景気の失速に

直⾯したインド IT 関連業界の選択的な対応で

もあった。従来のソフトウェア・サービス，IT

コンサルティング，ネットワークの管理・運営

に加えて ITES-BPOが急成⻑する結果となっ

たのである。その業務内容はコールセンター，

⾦融等のバックオフィス，予約等の顧客管理，

クレジットカード処理等を中⼼としたより幅広

いものとなっている。これらの業務も IT 関連

とはいえ，英語に習熟したスタッフを擁し，マ

ニュアルに従った教育体制を持った企業である

ならば，⽶英企業から業務を受注することは困

難ではなく，従って新規参⼊が容易であるとと

もに競争も厳しいものとなる。実際バンガロー

ルでは BPO企業間のM&Aも近年盛んになっ

第６巻 第２号42



ている。

インド最⼤のソフトウェア・サービス業界団

体 NASSCOM（National Association of Soft-

ware and Service Companies）によれば，01年

以降から 03 年までだけでコールセンターは

300カ所以上設⽴されており，08年までにその

数は 10 倍以上になると予測されており，

AT&T，アメックスは⾃社のコールセンターを

既に設⽴済みである（⼩早川［2003］14⾴）。

BPO事業への本格的な参⼊とこれをコア・コ

ンピタンスとする IT 関連企業はインドの各都

市において⾒られるが，既述の理由も関係して

後発の IT ソフト産業集積地の企業の⽅がこの

業務分野ではより活発な事業展開を⾏ってい

る。バンガロールやニューデリー，ノイダ等の

先⾏集積地に⽐較して，近年ではバンガロール

と同じ南インドに位置するハイデラバードの追

い上げも激しいものとなっている。98年から

02 年までに最も企業集積が進んだのが，ハイデ

ラバードであって（16社から 58 社へ急増），全

体としてはムンバイ，バンガロール，ニューデ

リーへの集積は相変わらず顕著であるものの，

コルカタやチェンナイは逆に伸び悩んでいる

（北川［2004］９⾴）。こうした地域間の集積速

度の差異から，同⼀集積地域内だけでなく各集

積地間の競争もあって，ITES-BPO受注をめぐ

るインド内の IT 関連企業はソフトウェア受注

ブームに続いて第⼆の成⻑局⾯に⼊っていると

いってよい。

ハイデラバードのあるアーンドラ・プラデー

シュ州政府は積極的にマイクロソフトやオラク

ルのような⽶国企業を誘致しており，インフォ

シス，ウィプロ，サティヤムのような既存のイ

ンド系⼤⼿企業も開発拠点としている集積地域

である。既に述べたように，ここでもインド

IT 産業の持つ先発的な国際優位性として産学

官連携，教育体制（IIITハイデラバード校の存

在）の充実といった特徴が短期間における成⻑

の源泉となってきた。AP 州政府はビジョン

2020 を掲げ，電⼦政府をはじめ，産業・⽣活イ

ンフラの充実，産業振興等を積極的に進めてお

り，IT を州経済全体の向上に⽋くことのでき

ない中⼼的なツールとして認識している。州政

府は 98年以降，IBM，マイクロソフト，オラク

ルなどの外資と連携した IIIT（Indian Insti-

tute of Information Technology）を通じた⼈材

育成，ハイデラバード郊外での Hitech

（Hyderabad Information Technology and En-

gineering Consultancy）City建設，さらに従来

の STPI に加えて，ITパークをWarangal等の

４つの地区に建設してきた。このためソフト

ウェア輸出が 97/98年から 99/2000 年の僅か２

年間で 27 億 6000万ルピーから 105億 9000万

ルピーへと 3.8 倍に増加した（GIS [1998] ,

Govt. of Hyderabad [2001]）。02 年現在で AP

州のソフトウェア輸出はバンガロールのあるカ

ルナータカ州の約三分の⼀（366 億ルピー）に

まで迫っている（⼩早川，内⽥［2003］28⾴）。

アーンドラ・プラデーシュ州とカルナータカ

州のソフトウェア，サービス関連輸出の統計を

⽐較すれば，両州がそれぞれ得意とする IT 関

連業務がはっきりと⺬されていることがわか

る。前者が BPO 関連のサービス輸出が 02 年

には 40％近くに達しているのに対して，後者は

従来のアプリケーション・ソフトウェア，テレ

コム・ソフトウェアに加えて，組み込みソフト

ウェア，IC設計も無視できない⽐率を占めて

おり，得意とする技術分野が広い。また BPO

関連輸出も前者ほどではないが⽐率は徐々に⾼

まりつつある（同 28⾴）。特にコールセンター

のような業務の拡⼤はフィリピンのように他の

国でも参⼊が相次いでいるが，現在までのとこ

ろインド企業は⾼い技術分野から周辺的な業務

の受注まで幅広いレンジでの「総合性」という

国際的な優位性を有している。

むろんインフォシスや TCS，ウィプロ，サ
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ティヤム等のインド優良企業群，⽶国企業の現

地⼦会社（IBMグローバルサービス，モトロー

ラー・インド・エレクトロニクス等）はM. A.

Cusmano が強調するように概要設計（アーキ

テクチュアや機能設計）から実装までの最終⼯

程全般を完成させる⾼い能⼒を持っており，従

来のソフトウェア，アプリケーション開発の⼀

部⼯程（プログラミング作業等）のみのアウト

ソースではなく，発注側もますます開発のすべ

てをアウトソースするようになってきてい

る
(5)
。従ってこうした多⽤な IT ソフト・サー

ビスの業務範囲の中で最も有望な BPO業務に

絞り込む必要性が IT 企業側にも発⽣してい

る。国内の参⼊企業のタイプは主に BPO業務

をコアとして創業してきた企業，既に国内でも

国外においても IT サービスで業務実績を積ん

できた⼤⼿企業の⼆つに分かれるが，2000 年以

降，後者が前者を買収し傘下に置くか，後者が

新たに BPO を専⾨とする企業を設⽴するか

（⼦会社か外資との合弁の形をとる），いずれ

かの形態をとっている。

インド国内の BPO企業は主に５つのカテゴ

リーに分類することができ，第⼀のカテゴリー

としてはグローバル企業の⾃社専⽤のための

BPO企業であって，Dell，HSBC（⾹港上海銀

⾏グループ），スタンダード・チャータード銀⾏

の⼦会社が代表的なものである。これら企業は

第三者企業向けというより企業内グループの内

部的必要性に従ってオフショアサービスを⾏っ

ている。第⼆のカテゴリーに属す企業は BPO

市場の成⻑とともに，新しく参⼊したインドの

新興企業である。これら新興企業群の⼀部は既

に数千⼈規模の従業員を雇⽤するまでになって

いる。例えば短期間で急成⻑を遂げてきた

EXLサービス，Daksh等がこれに該当する。

第三のカテゴリーに属す企業は end to endの

パッケージ・サービスを供給してきた既存のイ

ンド IT 企業である。02 年にインフォシスに

よって設⽴された Progeon，ウィプロが 00 年

に買収した Spectram ind（買収後，W ipro

Spectramind に改称），サティヤムの⼦会社

NIpuna，TCS が HDFC銀⾏と合弁で設⽴した

Intelenetが代表的なものである。第四のカテ

ゴリーには既にグローバルな BPO企業として

知られ，インドに⼦会社を擁している Conver-

gys，Sykes が⼊っている。最後のカテゴリー

にはグローバルなコンサルティング，サービス

企業であるアクセンチュア，IBM，EDS が属し

ている。これら企業はインドで BPO事業を先

駆的に⾏ってきた。04 年までで IBM は BPO

事業だけで 6000名のインド⼈従業員を雇⽤し

ており，EDS も 5000⼈の雇⽤を計画している

（Kobayashi-Hillary [2004] pp. 87-96.)
(6)
。

上記の分類に⺬されるように，アウトソー

サーとしてインドを積極的に活⽤しているのは

従来の外資系 IT 企業，⾦融機関などに加えて，

コンサルティング企業が ITES-BPO業務の拡

⼤に⼤きな役割を果たしていることがわかる。

そして，こうした企業が旧来の経営コンサル

ティング業務に加えて，先進諸国側の企業に対

して ITES-BPO業務の国際市場での最適地配

分，すなわちインドをその中⼼地の⼀つとして

組み込んだアウトソーシング・ポートフォリオ

を形成して，受注増を促す経営活動を⾏ってい

る点に留意しておく必要があろう。

３．ソフトウェア・サービス企業とロケーショ

ンの拡⼤

既にみたように，ITES-BPO を含むソフト

ウェア・サービスのアウトソーサー「⼤国」と

して最も早くインドが世界市場に登場し，かつ

国際市場での優位性の地盤を形成できた理由

は，⽶国 IT 関連企業が早期的に⼦会社をイン

ドに設⽴するか，インド系企業にアウトソーシ

ングを⾏ってきた経緯があるからである。また

インド中央・州政府の IT サービス事業に対す
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る政策的⽀援も⼤きく，それだけの素地がイン

ドで過去，形成されてきたからでもある。この

ように IT 関連企業，とりわけトータルソルー

ション型多国籍企業がロケーション，乃⾄は

IT サービス・クラスターを拡⼤してきた役割

は⼤きく，MNC（多国籍企業）によるインド国

内での事業拡⼤は 2000 年以降さらなる持続を

⺬してきた。

NASSCOMはインフォシス，サティヤム，

ウィプロ，TCS などのような既存の⼤⼿ IT ソ

フトウェア製造・サービス企業だけでなく，

ITES-BPO企業の加盟を増加させてきており，

04 年現在で加盟企業の 60％以上が中⼩企業で

占められている。むろん既に述べたように，外

資系企業の加盟も認められており，マイクロソ

フト等をはじめとする欧⽶系企業，NECなど

の⽇本企業もメンバーに名を連ねている。特に

⽶国企業が⼦会社として，あるいはオフ・ショ

ア・アウトソーシングとして 90 年代を通じて

インド企業を活⽤してきたことが，2000 年以

降，Y2K 問題への対処を契機にして，より広範

な業務サービスを提供する ITES-BPOへのイ

ンド既存企業の事業拡⼤と新規企業の参⼊を促

進することにつながった。とりわけ既存の

MNC 以外にも経営コンサルティング企業，

ハードウェアからの転進組企業を中核とした⽶

国の IT トータルソリューション企業の存在

が，インド IT ベンダー企業の成⻑にとって⼤

きな役割を果たしてきた。

表２はインド系 IT ソフトウェア・サービス

企業，及び BPO 専業企業の売上⾼上位企業⼀

覧である。BPO企業には既存ソフトウェア・

サービス企業の⼦会社もあり，BPOを分離す

るケースもある⼀⽅で，既存企業内に BPO事

業を持っている場合もある。いずれにせよ，イ

ンドのソフトウェア・サービス企業はその業務

内容を広げており，周辺業務を強化しながら，

多国籍化・多⾓化・ハイエンド化・総合コンサ

ルティング化の傾向も強めている。表の⼀覧の

トップ企業群については特にその傾向が著し

い。⽶国市場中⼼からより広域的な市場開拓を

⽬指しており，⽇本企業を顧客としているベン

ダーも少なくない。

インド各地に散らばる IT クラスターが

ITES-BPOの輸出を通じて，さらに地理的な拡

⼤・成⻑を⺬していることは，04 年の NASS-

COM・KPMGの調査レポートによって鮮明に

裏付けられたものとなっている。進出企業側は

ITES-BPOのインド内ロケーションの選定にお

いては，それらクラスターの特徴に基づいて，

質と量の両⾯から異なった指標を⽤いており，

実際には⑴⼈的資源コストとその利⽤性（具体

的には⼤卒以上の労働⼒，初期サラリー額な

ど），⑵インフラの利⽤性（ITES施設，テレコ

ム，電⼒供給，⽣活インフラの整備など），⑶

ITES におけるロケーションの依存度合い，⑷

当該産業の専⾨家，ベンチャーキャピタル，教

育，産業団体のサポートの有無，⑸地理的なロ

ケーションと気候など，の５つのファクターが

選定上，考慮されている（NASSCOM・KPMG

[2004] p. 3.）。こうした⼤枠ともいえる選定基

準に沿って，MNCがリスク回避と業容拡⼤の

ため，複数のロケーションを選択することも珍

しくない。

同上レポートは⼀例としてMNC（主として

⽶国系企業）がインドにビジネスセンターを設

⽴することで，既存の優位性を持っているロ

ケーションから潜在的に既述の選定上のファク

ターを有するロケーションへ拡⼤していくプロ

セスを挙げている。例えば⼤規模な⽶国 ITES

企業の代表格である NCR の進出は，ハイデラ

バード，ムンバイをビジネスセンターとして，

前者をよりインフラ開発の⽅向へ，後者を HR

（⼈的資本）開発の⽅向へベクトルを働かせ

る
(7)
。同様にバンガロール，チェンナイ，プネ

のような教育センターではインフラ開発の⽅向
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表２ インドの代表的ソフトウェア・サービス，BPO企業

インドITソフトウェア・サービス輸出売上上位企業
（100万ドル）

コールセンター・BPO企業

１ Tata Consultancy Services 1198.9

設⽴年/1968年
従業員数/2,5000名
本社/ムンバイ
主要な業務/会計，⾦融，ヘルスケア，ソフトウェアツール
等
合弁
顧客/P＆O，KLM，BA，GE，ボーイング，ケロッグ，シ
ティバンク，バンク・オブ・アメリカ，AIG，インド準備銀
⾏，ムンバイ証券取引所，シンガポールエアーライン，
フォードなど
⽀店，海外事業所等/世界32ヵ国100ヵ所
親会社/TaTa Sons Ltd（タタグループ）

１ WNS Group

２ Wipro Spectramind
３ Daksh e-sevices Pvt. Ltd
４ Covergys India Services Pvt. Ltd
５ HCL Technologies BPO Services Ltd
６ Zenta India Pvt. Ltd
７ ICICI OneSource Ltd
８ Mphsis BPO Services
９ EXL Services
10 Tracmail Group
11 GTL Ltd.
12 vCustomer
13 Hinduja TMT Ltd
14 24×7 Customer
15 Sutherland Technologies

２ Infosys Technolgies Ltd 1026.0

設⽴年/1981年
従業員数/15,356名
本社/バンガロール
主要な業務/インフォメーション・テクノロジー・プロバイ
ダー，ターンキー・プロジェクト，オフショア・ソフトウェ
ア開発センター，インターネット，e-コマース，エンジニ
アリング・サービス等
顧客/フォーチュン500企業を中⼼に多くの業種，国外企業
から顧客を獲得している。⽇本法⼈の顧客例：Vodafone，
東芝等
⽀店・海外事業所等/国外に開発センター10，国内に16

３ Wipro Technologies 854.1

設⽴年/1945年
従業員数/14,000名
本社/バンガロール
主要な業務/ハイ・エンド ITソリューション等
顧客/GM，コンパック，メリルリンチ，ソニー，ボーイン
グ等
⼦会社・⽀店・海外事業所等/Wipro Inc（⽶），Enthink Inc
（⽶），Wipro Japan KK等６社（⼦会社）

４ Satyam Computer Services Ltd 538.6

設⽴年/1987年
従業員数/3,580名
本社/セクンダラバード（AP州）
主要な業務/ソフトウェア開発（カスタム，ゲーム含む），
エレクトロニック・データ・プロセスイング・サービス
顧客/フォード，SAP，マイクロソフト，EDS，Mahindra &
Mahindra，オラクル，⽇産等
⼦会社・⽀店・海外事業所等/Satyam Ltd（欧），Satyam
Asia Pte Ltd，Satyam Japan Ltd等計７つの⼦会社



へ，さらには計画都市の代表格であるアーメダ

バード，ガンジナガールをHR開発へと向かわ

せる。そして，このような波及的なロケーショ

ンとしての要件を満たしていくような開発はイ

ンドの他の地域にも及ぶことになる。相対的に

劣位にある⽅向へと開発が進⾏することで，よ

り広範な地域へと ITES が拡⼤していく上での

ロケーションのための条件が次第に満たされて

いくというシナリオである。その意味で NCR

のような企業の進出は ITES スキルを持った労

働者たちを引き寄せ（⼈的資源開発の⽅向），ビ

ジネスセンターを形成していくことが後発投資

を吸引していく上で重要となる（NASSCOM・

KPMG [2004] p. 5.）。

IT と ITES を合計した当該産業全体の規模

は，97/98年の 50億ドルから 04/05年には 300

億ドル規模に迫る勢いであり，当該産業全体の

中での内訳を⾒ると，ITサービス・ソフトウェ
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５ HCL Technologies Ltd 412.9

設⽴年/1991年
従業員数/8,748名（HCLグループ）
本社/ノイダ
主要な業務/ITソリューション・サービス，BPO等
顧客/HP，CISCO，ロイド銀⾏，NEC，AT＆T，Samsung，
ソニー，東芝，サン・マイクロシステムズ等
⼦会社・海外事業所等/2001年BTと戦略的提携を結ぶ。⽶
（13），英（2），独，スウェーデン，その他⻄欧各国，オー
ストラリア（2），ニュージーランド（2），⾹港，シンガポー
ル（2），マレーシア，⽇本（以上事業所），HCL Tecnolo-
gies（⽶），DSL Software Ltd（シンガポール）等国内外に
⼦会社10

６ Patni Computer Systems Ltd 266.4

７ iFlex Solutions 168.4

８ Mahindra British Telecom Ltd 158.5

９ Polaris Software 126.1

10 Perot Systems TSI（HCL Perot Systems Ltd） 118.6

11 Digital Globalsoft Ltd 117.9

12 NIIT Ltd 117.2

13 iGate Global Solution Limited（Mascot Systems Ltd）

106.4

14 Birlasoft Ltd 93.1

15 Mphasis BFL Ltd 85.5

16 Masteck Ltd 82.5

17 Hexware Technologies 82.4

18 Larsen & Toubro Infotech Ltd 76.6

19 Tata Infotech Ltd 75.1

20 Hughes Software Systems 70

出所）NASSCOM [2005] Fact & Figures. Major Information Technology Companies of the World [2004]，各社

Web Siteより作成。

注）コールセンター，BPO企業の売上データーはNASSCOM [2005] Fact & Figuresに記載されていない。



アが相変わらず 03/04 年時点で約 60％を占め

ており，当該産業の中核にあることは間違いな

いが，ハードウェアの 22.4％に次いで ITES-

BPOが 18.2％を占めている。しかし 04/05年

の⾒込みでは先の２部⾨は各々 68.6％，21.3％

と構成⽐が減少し，ITES-BPO の構成⽐が

20.1％に上昇すると⾒積もられている。IT-

ITES の輸出額は，2000 年以降の世界的な IT

バブルの終焉にもかかわらず，99/00 年の 40億

ドルから約 180億ドルへと 4.5倍増を記録し，

01/02，02/03年の両年こそ成⻑率が鈍ったもの

の，それでも 20％台と⾼⽔準にあり，翌年から

30％台に伸びている。（以上データは NASS-

COM [2005] Facts & Figures.）。これらの点か

ら新たな成⻑部⾨となった IT 関連の周辺業務

である ITES-BPOを組み込んだことで，IT 関

連産業全体の成⻑が押し上げられ，その成⻑が

持続しているという全体像が浮かびあがってく

る。

2000 年以降，オンサイトからオフショアへと

転換を遂げつつあるインドの IT ソフトウェ

ア・サービス産業は―IT サービス輸出に占め

るオフショア⽐率は 02/03年で約 57％を占め

る―，NASSCOM，各企業を通じて，より進化

したハイエンドな製品・サービスへの進化志向

を強く表明している。この点では明らかに多く

の IT アウトソーシング発展モデルが想定する

オフショア，発注側とのアライアンスという最

終発展ステージに近づいているといえる。

ITES-BPOも⾮常に幅広い業務を含んでおり，

より⾼度なスキルが要求される業務もインド企

業の場合，得意としており，医療診断からアニ

メーション製作まで個々のアウトソーシング業

務は，幅広く進化・発展を伴いながら⾼い潜在

的な成⻑性を保持し続けている。

ただ同時に，こうした包括的な IT アウト

ソーシングの発達（川上から川下までの開発・

設計・⽣産とスキルの範囲の広い ITES-BPOま

で含む）には必然的に賃⾦・単価の上昇が伴う

ことで，輸出競争⼒の減殺にもつながりかねな

い。⼀般にインドの ITエンジニア・技術者の

賃⾦は低いとされ，2000 年以後の世界的な IT

不況を受けてインドの ITエンジニアの時間当

たり賃⾦は低下してきた。しかし，他⽅でソフ

トウェアの開発・設計の場合，チーム単位で⾏

われるため，賃⾦はチーム内の職種ランクに

よって⼤きく異なっており，⾼度な製品・サー

ビス，新規市場へ向かう限り，必然的に単価は

上昇せざるをえない。その⼀⽅で，通常分類さ

れるソフトウェア・サービスの業務（表１参照）

と異なって，ITES-BPOではプログラム⾔語の

習得を必要としない業務・職種（コールセン

ター，経理等）を広範に含んでいるため，賃⾦・

単価はさらに低く，最も広義のソフトウェア・

サービス産業の賃⾦体系は全体としてはピラ

ミッド型の階層となっている。

表３は NASSCOMが提⺬している事例であ

るが，03年段階で最低ランクのHA1のソフト

エンジニアで 26万 7000 ルピー（年間），最⾼ラ

ンクの HA7 のソフトウェア開発ヘッドで，

HA1の 10倍となっており，しかも前年⽐上昇

率が⾮常に⾼いことがわかる。チーム単位の規

模と賃⾦上昇率によって原価は上⽅へ変動せざ

るをえず，さらに外資系コンサルタントや IT

ベンダーが派遣するブリッジ SE（システム・

エンジニア）が中間に介在すれば，最終的には

低いと思われている⼀般のインド⼈技術者の賃

⾦⽔準とはかけ離れた⾼単価となる。この点で

は，英語圏以外の市場，例えば⽇本市場では，

語学を習得したブリッジ SE，SEの単価アップ

によって，インドの IT ベンダーだけでなく，

中国ベンダーも含めた全体の開発・設計の単価

アップにつながっている
(8)
。

インドのソフトウェア・サービスが相対的に

―中国と⽐較して―⾼単価であっても（表４の

単価⽐較参照），ハイエンドな製品・サービスを
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供給し，海外現地法⼈を通じて，より多くの顧

客獲得（インド IT 企業の多国籍化の進展）に

よって，インド IT ベンダーは多国間にわたる

営業活動を展開し，⽶国市場中⼼から，より広

範な EU，アジアをターゲットとした受注ポー

トフォリオを構築しようとしている。⽇本への

IT輸出が全体の 2.5％程（03年）にすぎないも

のの，⽇本企業の案件の成⻑率は 300％を超え

ており，仮にこの成⻑率が３年間持続すれば，

⽇本からインドへの IT アウトソースに従事す

るインド⼈エンジニアの数は⽇本のプログラ

マー数を上回るという試算さえある（野村総研

蛭⽥⽒試算)
(9)
。実際，インドの ITベンダーの

中には後述する⽇本企業側の特徴に対応して，

⽇本法⼈を通じた柔軟な営業を展開している企

業もある
(10)
。また中印ベンダー側の⾔葉と商習

慣を中⼼とした徹底的な研修を通じて ITエン

ジニア⾃⾝は⾼い収⼊を獲得できるというイン

センティブを持っており，⼈材供給増⾃体に困

難をきたすことはない。このため⽇本の⼀部

ユーザー企業側も国内ベンダーを⾶び越えて，

インドや中国のベンダーに直接システム開発を

発注する動きが徐々に広がっている。それらの

典型的な例としてインドの⼤⼿ベンダーではサ

ティヤム・コンピュータ・サービス（本社 AP

州）が 05年には⽇本向け要員数を 350⼈（全エ

ンジニア数は１万 7,600⼈）割り当てており，

また中国の北京⽅正国際ソフトウェアシステム

（本社北京）も⽇本向けに 400⼈（全エンジニ

ア数は 2000⼈）を割り当てている（「みなぎる

中印 ITパワー」『⽇経コンピュータ』［2005］

5.2）。これらはごく⼀例にすぎないのである。

表４は中印の IT ソフトウェア・サービスの

⽐較評価を⺬したものである。総合⼒で勝るイ

ンドベンダーが⾼スキル，ハイエンド型ソフト

ウェア・サービスにおいて⽇本をはじめ，東ア

ジア市場においても新たなユーザーを増やして

いくことは確実であり，⼤⼿ベンダーにとって

は新規ユーザー増に加えて，ユーザーの国籍分

布のポートフォリオを再構築することで特定市

場への偏りを減らしていける利点があり，後

発・中堅ベンダーは先発が独壇場としている⽶

国・EU市場以外の開拓に向かわざるをえない

ため，より未開拓市場への対応を強めざるをえ

ない
(11)
。この結果，⽇本・東アジア市場でのイ

ンドシェアは確実に⾼まりつつある。インドと

⽐較して，主として中⼩ベンダーで業界が構成

されている中国も，後述するように，⽇本市場

を中⼼にして⽶国・EU市場で，インドとは異

なった製品・サービスにより特化した市場開拓
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表３ インドITサービス部⾨の標準的なグレード別賃⾦例（1000ルピー）

職種レベル 2002年 2003年 前年⽐増減率（％） 職種

HA1 216 267 ＋24 ソフトウェア・エンジニア

HA2 299 424 ＋42 Srソフトウェア・エンジニア

HA3 396 583 ＋47 チームリーダー/モジュールリーダー

HA4 594 850 ＋43 プロジェクトリーダー

HA5 784 1,178 ＋50 プロジェクトマネージャー

HA6 1,232 1,801 ＋46
プログラムマネージャー/Srプロジェクトマネー
ジャー

HA7 1,686 2,670 ＋58
ヘッド（ソフトウェア開発）/ラージビジネスユ
ニット

出所）NASSCOM [2005] Facts & Figures.

注）１ルピー＝2.7円（2005年）
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表４ インドと中国のソフトウェア・サービス⽐較（評価）

インド 中国

Deloitte Research
・ITおよびアウトソーシングに優れている。
・国内インフラが脆弱である。
・インドのIT最先端都市バンガロールでは近年，
賃⾦⽔準の上昇率が⼆桁台になっている。

・最近の報告によると，IT関連事業者は最も好ま
しい拠点として，バンガロールよりもハイデラ
バードとチェンナイを挙げている。

・デリー連邦政府はパブリックセクターを強化
し，優れたIT基盤を早急に構築しようとしてい
る。
・インド全体の資本の70％は，⾦融（証券）市場
を２つ抱えるムンバイで取引されている。しか
しムンバイの不動産価格が⾼く，交通渋滞や汚
染問題も⼤きな問題となっている。

Deloitte Research
・IT業界における次のオフショア移転先と⾒ら
れている。

・官僚主体の⾮⺠主主義国家である。
・膨⼤な労働⼒を抱える⼀⽅で，⾔語の障壁が存
在する。
・深圳および北京におけるハイテクセクターが急
速に成⻑しつつある。
・中国本⼟における主な⾦融サービスセンターで
ある上海は，HSBCなどグローバルに展開する
銀⾏を受け⼊れている。
・⾹港は世界でも有数のグローバル⾦融センター
であることから，コストも⾼い。

Veloso［2003］
・スキル（個⼈）/プログラミング強く，システム・
スキル弱い。

・収益モデル/主としてサービス，プロダクト・
ファームにとって，サービスは製品開発維持の
ためのもの。
・技術/多国籍企業クライアントを通じた技術ア
クセスに強みあり。⼤学をベースとしたリン
ケージはどちらかというと弱い。

・マーケティング・スキル/サービスにおいて国
際的なブランドを確⽴，製品マーケティング能
⼒は弱い。

・プロセスの成熟度/ソフトウェア・プロセスに
強く，継続的にバリューチェーンが構築されて
いる。
・経営/速いペースで改善されている。

Veloso［2003］
・スキル（個⼈）プログラミング，システム・ス
キル共に強い。
・収益モデル/製品販売を通じて，サービスは追
加的な収益に位置づけられている。
・技術/いくつかの企業は応⽤研究に強い。
・マーケティング・スキル/いくつかの国内製品
ではブランドが確⽴されてはいるが，国内マー
ケティングは弱い。
・プロセスの成熟度/個⼈・組織レベルで弱い。
・経営/多くの企業は弱い。⼀部企業で改善され
ている。

⼤⽥（ネクストウェア）
・コスト45万円前後/⼀⼈当たり単価（⽉）
・最新のIT技術を駆使する。
・特定のハイエンドのソフトウェア，ミドルウェ
ア分野を得意とする（組込み，通信関係，ハー
ドウェアデザイン，チップデザイン）。

⼤⽥（ネクストウェア）
・コスト25万円前後/⼀⼈当たり単価（⽉）
・⽇本語対応可能で業務知識のあるアプリケー
ションソフト，受託ソフト分野（製造業，流通
業，医療系など）が得意。

INSEAD
情報通信ランキング2004年
総合39位（104カ国中）03年45位（102カ国中）
⼩項⽬別（抜粋）
科学者，エンジニア雇⽤の利便性 １位
ベンチャーキャピタルの利便性 27位
政府によるクラスター開発 ７位
インターネット ホスト（2003年） 91位
数学・科学教育の質 11位

INSEAD
情報通信ランキング2004年
総合41位（104カ国中）03年51位（102カ国中）
⼩項⽬別（抜粋）
科学者，エンジニア雇⽤の利便性 67位
ベンチャーキャピタルの利便性 59位
政府によるクラスター開発 32位
インターネット ホスト（2003年） 86位
数学・科学教育の質 55位

出所）Braxton［2003］p. 5（原資料Deloitte Research），Veloso［2003］p. 27，⼤⽥［2005］，INSEAD［2005］よ

り作成。



を⾏っており，両国の産業規模は，それぞれ発

展段階差を含みながらも輸出主導型の成⻑を持

続させている。

他⽅で ITES-BPOについては，低いスキル業

務は後発諸国が請け負うという「棲み分け」も

より進展しやすくなっている。バックオフィス

関連業務が三分の⼀から⼆分の⼀のコストに収

まるのであれば，⽶国企業はアウトソーシング

を⾏うが，発注先はインドとは限らないのであ

る。現時点では，先⾏して成⻑を遂げてきたソ

フトウェア・サービス産業が基盤となって，英

語で対応できる⼤量の⼈材供給が可能であると

いう⾯でインドが優位に⽴っているにすぎな

い。また国⺠経済レベルでの発展という側⾯か

らすれば，ソフトウェア・サービスについても

中国と⽐較して国内ハードウェアからの需要が

⼟台にあるのではなく，輸出に依存した成⻑・

発展を遂げてきたため，国内売上⾼⽐率を上昇

させていくことも，⻑期的な課題として残され

ていよう。

Ⅴ． 中国の IT ソフトウェア・サービス

の急成⻑と⽇本

１．成⻑の経緯と特徴

既に⾒たように，インドと⽐較して中国の

ITソフトウェア・サービスの輸出⾼，売上⾼に

占める輸出⽐率は 2000 年代初頭には⾮常に低

い段階にとどまっていた。しかし，その後の数

年間で中国のソフトウェア輸出は著しい成⻑を

⺬してきた。中国商務省統計によれば，03年の

売上⾼は 170億ドルに達しており，輸出額は 26

億ドルにのぼっている。輸出の主⼒製品はカス

タムソフト（70％），アプリケーションソフト

（29％）であり，輸出先は約 40ヵ国にわたり，

02 年の輸出先は⽇本が全輸出⾼の 53％を占め，

⽶国が 13％と続いている。98年から輸出は実

に 17倍近くに伸びており，輸出成⻑率は著し

く⾼い（データは⼤⽥［2005］原データは中国

軟件業協会）。先に⾒たインドのように⾦融，

製造，通信分野，ITES，BPO，エンジニアリン

グというように幅広い IT サービスを得意とし

て，CMM5 認証を取得した企業を数多く輩出

してきた「輸出⼤国」とは明らかに異なってい

る。違いは技術⽔準だけでなく，⽇本を最⼤の

輸出先としているため，インドのような⽶国企

業対応型の⾼度なオフショア型アウトソーシン

グになっていないことに留意しなければならな

い。

こうした短期間での⾶躍的な輸出増の背景に

は中国政府の産業奨励政策が⼤きく関わってい

る。2000 年６⽉に中国政府は「ソフト産業と集

積回路産業発展を促進する諸政策」を公布，主

なものとしては，インドの STPI をモデルとし

て，全⼟に 11ヵ所の「ソフト産業パーク」の設

置，ソフト開発⼈材，SE，プログラマー不⾜解

消のために全⼟に 35ヵ所に産学，外資等による

「ソフト教育学院」の新設，及び海外からの⼈

材導⼊，法整備⾯では海賊版ソフト追放のため

の知的所有権保護の強化などをうちだしてき

た。

さらに政府は「⻑⾵計画」として，ソフト産

業の 05年の売上⾼ 800億元，アプリケーショ

ンソフトを中核にした発展，年収 10億元以上

のソフト企業 10社を育成，当該産業の従業員

数 20万⼈以上達成等を⽬標として掲げている。

以上の中国政府による産業振興政策は，インド

と⽐較して中国ソフトウェア産業が抱える構造

的な弱点の克服だけでなく，アプリケーション

ソフト輸出を国際競争上，優位をもっていると

認識した上で，相対的優位性をさらに伸ばそう

とする施策と捉えることができよう。2000 年

代初頭には国内での CMM3 認証取得企業は２

社にすぎず，研究開発⼈員 1000⼈を超える企

業は 18 社で，50 ⼈以下の企業が 1,493 社

（66％）というようにベンチャー的な企業間の

競争・林⽴状態を呈しているが，産業振興政策
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がさらに効果を発揮し，M&Aが進展すること

で，ベンチャーキャピタルによる資⾦調達が進

めば，⼤規模なソフト企業がさらに⽣まれてく

る可能性は⾼い（以上データは⾦［2002］)
(12)
。

実際，近年の中国各地における IT ソフト

ウェア・サービスの集積地の量的発展には過渡

期に特有な⽬覚しいものがある。中関村を擁

し，2000 年代初頭には 600社，関連スタッフ６

万⼈が集う⼀⼤集積地である北京をはじめとし

て，ソフト企業は上海，深圳，瀋陽，成都に集

中している。これら集積地の成⻑は続いてお

り，先発の集積地である北京では 04 年輸出額

は前年⽐ 64.6％増の２億 2,700 万ドルの最⾼

記録を更新した。それでも北京全体の輸出額は

通関申請を⾏った企業 195 社のうち，輸出額が

1000万ドルを超えたのは５社にすぎない（以上

データは「⽇中グローバル経済通信」）。また 03

年の輸出額は全体の⼗分の⼀以下となってお

り，集積地からの輸出が広範に分布しているこ

とを窺わせる。例えば東北部では⼤連の企業が

（⼤連）政府の積極的な⽀援を通じて，⽇本向

けソフトウェア・サービス輸出と BPOで急速

な成⻑を遂げているのが好例といえよう。⼤連

市では 04 年だけでも 46社の外資系ソフトウェ

ア企業が新設され，総投資額は前年⽐ 413％増

の１億 3000万ドルに達し，外資系企業の出資

分だけで前年⽐ 507％増（8,500万ドル）にもの

ぼった。これら外資系企業の半数以上が⼤連の

ハイテク産業区で設⽴され，外資系ソフトウェ

ア企業の総数は 206社にのぼっている（「⽇中

グローバル経済通信」05年１⽉ 11⽇）。⼤連の

事例は BPOの受注も含めて他の地域同様，外

資によるソフトウェア起業・輸出によるブーム

が後発地域ではより加速して進んでいることを

何よりも⺬しているといえる。

アウトソーサーは需要サイドに偏りがあれ

ば，成⻑・発展の規定を受けやすく，ITソフト

ウェア・サービスも例外ではない。後述するよ

うに輸出先，アウトソーシング発注企業側とし

ての⽇本企業の影響⼒も⼤きい。このため産業

振興政策の中にはアプリケーションソフト重視

を含む既述の項⽬の他に，積極的な欧⽶市場の

開拓も含まれている。科学技術部は 04 年を欧

⽶輸出プロジェクト元年と位置づけ，まず 30

企業を⽀援する態勢を敷いている。具体的な輸

出振興の⽅策として，プロジェクト参加企業の

増加，国際市場開拓のための海外コンサルタン

ト会社，事業推進サービス会社との提携を通じ

た市場開拓，そしてソフトウェア開発企業の海

外創業を三本柱としており，例えば最後の海外

創業については，中国科学技術部は⼀部の欧⽶

諸国に「海外科学技術パーク」を設⽴しており，

海外のコンサルタント会社を通じて，同パーク

への進出企業に対して各種サービス提供を⾏っ

ている（「チャイナネット」04 年 10⽉９⽇，⼈

⺠⽇報社）。

以上のより⾼次のソフトウェア・サービス産

業の段階的な発展を⽬指すうえで，アプリケー

ション，カスタムソフトから⾦融・製造業・サー

ビス産業等の BPOを含めて，中国の潜在的な

成⻑軌道は⽶⽇側のアウトソーシングに関わる

ビヘイビアに規定されていることも否定できな

い。またデ・ファクト・スタンダードであるマ

イクロソフトによる OS⽀配下では中国，イン

ドに限らず，ソフトウェア・サービス産業と輸

出の発展段階においても，マネジメント次元（企

業経営単位）においても，アウトソーシングの

⾼次の展開があっても，そうした成約下での発

展にとどまらざるをえない。⼀つの打開策とし

て中国は電⼦政府での使⽤を端緒にして，ソー

スコードフリーの Linuxをベースにした国産

OS 開発⽀援も⾏いはじめ，開発・普及⾯から

⼤きな進展が期待されている
(13)
。

国外需要と外資の進出という要因は中国の

ITソフトウェア・サービスをさらに前進・発展

させるものであり，⽶国系企業だけでなく，前
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節でみたインドの IT ベンダーも広い中国市場

を重要視している。この場合，アウトソーサー

間競争だけでなく，中印間の「潜在的なシナ

ジー」効果（Wiggins［2002］）も発⽣していく

と考えられる。ただ現時点でより規定的な要素

は⽇本側のアウトソーシングに関するビヘイビ

アであろう。この⽇本企業の動向を以下でもう

少し詳しく検証しておくことにしよう。

２．発展の規定要素＝⽇本側のアウトソーシン

グと投資動向

情報サービス産業協会などによる調査に基づ

いた⽇本のソフトウェア輸⼊額と国別，製品種

類別内訳を⺬したものが表５である。03年の

輸⼊は約 2,900億円（前年⽐ 99％）で，⽶国か

らの輸⼊が 90％と突出していることがわかる。

２位の中国は僅か４％にすぎない。そして輸⼊

内訳ではアプリケーションが全体の 67％，その

ほとんどが⽶国からの輸⼊である。ベーシック

ソフト（不特定多数のユーザーを対象として開

発されたソフトであり，⾔語プラグラム，ライ

ブラリ，ミドルウェア等を含む）でも同様だが，

２位の中国からの輸⼊が急増している（前年⽐

816.7％）。ただしカスタムソフトになると中国

からの輸⼊額（102億円）がトップとなり，⽶

国，インドが続いている。基本的に⽇本のソフ

トウェア貿易は⼊超であって（03年輸出額 92

億円），中国，インドからの輸⼊は絶対的にも，

相対的にも⼩さい。しかし，⽶国市場への依存

度が⾼いインドと異なって，ソフトウェア輸出

の歴史の浅い中国にとって⽇本は極めて重要な

市場となっている。

ただ⽇中間のソフトウェア貿易は⽇本側が中

国に国内向けプログラミングや単体テストと

いった，いわゆる下流⼯程をアウトソーシング

するという委託加⼯貿易にとどまってきたのが

現状である。従って中国側業界としても輸出と

ソフトウェア⽣産・技術の相互連関的な次の発

展ステージに移⾏するためにも，基幹システム

の中国国内での開発，これに基づく⽇中企業の

協業・アライアンスという関係構築を⽬指して

いる。また⽶国側が OSやミドルウェアの領域

を得意とするところから，中国にとって業務ア

プリケーションの領域は⽶国との取引に限ら

ず，全体の輸出を増加させていく上でも重点的

な開発領域となっている
(14)
。

情報サービス産業協会，電⼦情報技術産業協

会，⽇本パーソナルコンピュータソフトウェア

協会の 2004 年調査（n＝ 251，以下『実態調査』

と呼ぶ。情報サービス産業協会［2005］にも掲

載）によれば，アウトソーシングを⾏っている

企業 58 社による海外へのアウトソーシング額

が最も⼤きいのは中国の 262億 8000万円（前

年⽐ 267.3％）であり，続いてインドの 63 億

1200万円（前年⽐ 330.8％）となっている。こ

れにアウトソーシングを活⽤していない企業も

含めた 251 社（複数回答）が，今後有望と思わ

れる海外のアウトソーシング国として１位に挙

げたのは中国（173 社），次いでインド（76社）

であった（以下前年同様，韓国 64社，ベトナム

34社，台湾 20社と続く）。このように⽇本の企

業は中国，インドを最有⼒アウトソーサーと⾒

なしてはいるが，その多くはアウトソーサーに

対して Java，C＋＋というようなプログラミン

グ技術などの，いわゆる下流⼯程の請負を期待

しており，海外のアウトソーサーについては，

あくまでも補完的な機能を担うものとしての認

識が強い（電⼦情報技術産業協会他［2004］5-6

⾴）。現状の技術⽔準の⾼いインド企業にとっ

ても，今後，上流⼯程の受注を⾒据えていくこ

とになる中国企業にとっても，⽶国企業がほぼ

完全なオフショア⽅式で設計・開発までもアウ

トソーシングして，インド側企業を活⽤してい

ることを考えれば，中国のソフトウェア企業，

延いてはソフト輸出は⽇本企業側のビヘイビア

にかなり規定されているのが現状といえよう。
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近年のアンケート調査から⽇本企業の IT ア

ウトソーシングに対する意識とビヘイビアを今

少し補⾜的に⾒ておくならば，上述の電⼦情報

技術産業協会他の調査によれば，03年段階で海

外アウトソーシングを活⽤している企業は回答

251 社のうち 58 社（23.1％）に留まっており，

前年と社数が変わっていない。また外国⼈技術

者の就労状況に関しては，251 社の内，104社

（41.4％）で就労が確認でき，国籍別就労⼈数

では中国 676⼈（前年⽐），韓国 352⼈（前年⽐

356.6％），インド 92⼈（119.4％）の上位３カ

国が就労総数の 88％を占めている（韓国⼈就労

者数が際⽴っているのは調査対象年度におい

て，特定企業による韓国⼈技術者の雇⽤増が

あったためである）。これら外国⼈就労者の就

いている職種は「開発・プログラミング」が圧

倒的に多く，「設計」を含めたシステム開発の下

流⼯程が全体の 90％以上を占めている（電⼦情

報技術産業協会他［2004］3-4⾴）。以上の趨勢

から窺えることは，現時点では⽇中間のアウト

ソーシングをめぐる関係は，⽶印間のような発

達したオフショアリング関係ではなく，IT ア
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表５ ⽇本の国別ソフトウェア輸⼊額と国別アウトソーシング額（2003年）

A）国別ソフト輸⼊額（100万円）

輸⼊国
ベーシックソフト
2003年（前年⽐）

アプリケーション カスタムソフト
ゲームソフト
（PC⽤）

計

１．⽶国 68,611(68.4％) 186,739(105.4％) 4,740(214.8％) 556(35.1) 260,646(92.7％)

２．中国 98(816.7％) 163(30.9％) 10,234(235.8％) 0 10,495(215.1％)

３．アイルランド 0 4,562(228100％) 0 0 4,562(228100％)

４．インド 200(400％) 6(0.8％) 3,884(293.6％) 0 4,090(191.7％)

５．オーストラリア 0 51(2.2％) 2,626(前年0) 0 2,677(113.4％)

６．イスラエル 0 2,030(1650.4％) 0 0 2,030(1650.4％)

７．英国 0 210(14％) 1,680(8,400％) 0 1,890(120.4％)

８．韓国 0 70(72.4％) 1,575(81.8％) 0 1,642(81.2％)

B)国別アウトソーシング額(100万円)

国 海外へのアウトソーシング額(2003年) 前年⽐

１．中国 26,280 267.3％

２．インド 6,312 330.8％

３．⽶国 4,988 153.0％

４．オーストラリア 2,626 前年0

５．フィリピン 2,494 133.7％

６．韓国 1,871 95.9％

７．英国 1,827 9135.0％

８．フランス 834 前年0

９．カナダ 616 124.2％

10．台湾 304 239.4％

出所)情報サービス産業協会［2005］130⾴，135⾴より作成。

注)A)は情報サービス産業協会調査による外国企業(在外⽇経現地法⼈を含む)と⽇本企業との間の実際の⽀払い額

に基づいている。B)間接発注⾦額（国内系列会社，パートナー会社，海外企業の現地法⼈を経由）とカスタムソ

フトの輸⼊⾦額を合計した数値で，回答企業数は02，03年共58社。



ウトソーシングの発展段階の初期的段階に留

まっており，個別⽇本企業サイドから⾒た場合，

将来的なアウトソーシングの展望はあるもの

の，アウトソーシングに対する強い積極性があ

るわけでもない。

他⽅で上述の調査では，海外アウトソーシン

グを活⽤している 58 社（全体の 23.1％）の内，

外国企業へ直接発注している企業は 34社（発

注企業全体の約 60％）に達しており，国内企業

を経由して外国企業へ発注している企業 14社

（同 24.1％）を上回っており，両形態を採⽤し

ている企業も 10社（17.3％）にのぼっている（同

４⾴，情報サービス産業協会［2005］133⾴）。

これは発注企業側の直接発注を通じたコスト削

減意識と先述したインド，中国 IT ベンダーの

国内での営業展開の強化と関わっていると考え

られる。こうした国内企業の発注⾯からのベク

トルと国内⼤⼿ IT 企業が中国現地で開発体制

を強化させていくという，もう⼀つのベクトル

を通じて，⽇本企業側のアウトソーシングに対

するビヘイビアが中国の IT ソフトウェア・

サービス産業の成⻑⽅向を規定しているともい

えるが，多⾯では相互規定関係をも⽣み出しつ

つある。

NEC，⽇⽴，松下等を中⼼とした⼤⼿ IT 企

業は既述したように中国現地での合弁企業内で

の⼈員増を積極的に⾏ってきたか，今後の⼈員

増計画を持っており，最⼤のソフトウェア集積

地北京では 03年の輸出企業トップ 10 に NEC-

CAS，NEC SL，松下電器研究開発，⽇⽴華勝，

野村総研が名前を連ねている。また後発の集積

地⻄安においてもコストメリットを狙った上述

の⼤⼿⽇本企業の進出が定着したものとなって

いる。⻄安には 30社あまりの対⽇ソフトウェ

ア開発企業があり，NECの場合は，NEC-CAS

による⻄安開発センター設⽴，⻄北⼯業⼤学科

信との業務提携，富⼠通の場合は，富⼠通系統

⼯程有限公司の設⽴以外に NTTの⻄安三元科

技との業務提携，⽇本タイムシェアと⻄安信利

との業務提携などが⾏われており（情報サービ

ス産業協会［2004］96 ⾴），中国進出を果たした

これら IT ソフトウェア・サービス企業を通じ

た事業活動がオフショアリングの進展の⼀つの

鍵になってきている。

⽇本国内と中国とのオフショアリングが進展

していくためのもう⼀つの試⾦⽯は中国に進出

した⽇本企業全般におけるアウトソーシングに

対する位置づけである。ただこの点でもアウト

ソーシングの浸透前の段階と位置づけられる。

富⼠通総研が 03年に公表した進出企業 2,426

社を対象としたアンケート調査によれば，IT

アウトソーシングを利⽤していると回答した企

業は全体の 11.8％に留まっており，IT投資額

が⼤きい企業ほど利⽤の割合が⾼まる傾向にあ

る。利⽤しない理由として社内インフラが IT

アウトソーシングを受けられるレベルに到達し

ていないという回答が約 55％に達している。

また逆に IT アウトソーシングを利⽤する理由

としては現地でのシステム・ネットワーク構築

への不安，関連する⼈員・ノウハウの不⾜が約

50％に達している。またアウトソーシングを利

⽤している場合でも⽇本語対応が不⼗分という

回答が約 53％にのぼっている（富⼠通総研

［2003］17-18⾴）。社内インフラは法制度的な

側⾯から IDC運営に制約があることや，これ

と関連して⽇本企業の現地での BPOの利⽤が

制約されているという事情を反映したものと

なっている。

需要側（⽇本企業側）の規定・制約要因は確

かに現時点では⼩さなものとはいえないが，こ

れまで⾒てきたように，中国業界側の⽇本市場

依存からの脱却を通じたオフショア志向への転

換，および⽇本企業側の中国現地での操業規模

の拡⼤を通じての（BPOを含む）需要開拓と創

出，情報インフラの改善が進展していけば，中

国のソフトウェア・サービス企業がインド型（総
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合型）と特化型（特定ソフトウェアの開発・設

計，または BPO 専業）の企業群の成⻑を通じ

て，逆に供給側から⽇本企業のアウトソーシン

グの動向を規定していくことも，それほど遠い

先の話ではないかもしれない。

Ⅵ．おわりに

本稿では⽶国企業の主たるアウトソーシング

先の⼀つであるインドの IT ソフトウェア・

サービス産業と輸出の急成⻑，および国際市場

における中国の近年における追い上げに注⽬し

ながら，アジア途上国にとってのソフトウェ

ア・サービス主導型開発戦略の有効性を⾒据え

てきた。ここで取り上げたインドと中国はソフ

トとハードの両⾯における均衡的な成⻑という

⾯で⼤きな差があり，また IT サービス輸出の

スタートアップの時期も異なっているが，安価

な関連⼈材供給能⼒を有した（あるいは育成志

向を持った）国であれば，印中同様，ITアウト

ソーシング主導の開発戦略は旧来の⼯業化戦略

に⽐較して即効性を備えたものとして捉えるこ

とができるが，国内産業の連関性が乏しければ，

EPZ（輸出加⼯区）のような「⾶び地」的な成⻑

に陥る危険性も有している。⼀定の⼯業レベル

に達している「両⼤国」の戦略がそのまま途上

国全般にとって適⽤できうる有効性を持ってい

るというわけではない。

本稿の最初の部分で取り上げた ITES-BPO

のような周辺的なサービス業務のインド・中国

（そしてより後発組の諸国）へのアウトソーシ

ングも先進諸国におけるサービス経済化・ソフ

ト化への移⾏によって必然的なものになってき

ている。そうした IT アウトソーシングのグ

ローバル化の進展とともに，インドのような先

⾏事例では広義の斯業の中で，IT アウトソー

シングの発展段階として，⼀般的に広く認知さ

れるようになってきた発注企業と受注企業のア

ライアンスが展望できる⼀⽅で（相互規定関係

の発⽣），ITES-BPOが枝分かれした産業とし

て急成⻑を遂げることで，斯業全体の成⻑を

2000 年以降，押し上げつつ，IT 関連産業の裾

野が広がって，インド企業における多⾓化・国

際化も急速に推進されつつある。このようなイ

ンドの事例に伴って，オフショア型周辺的サー

ビス産業と労働の世界的波及についても今後，

BRICs，そして BRICs以外の後発諸国への発展

的影響と制約が研究上の新たな課題として浮上

してくることになろう。

⼀般にアウトソーサー国にとって，HR の増

加と活⽤というメリットはあるものの，国内で

の⽣産・サービスレベルでの連関が希薄な

BPOに⽐重を置いた成⻑志向は，「⾶び地」的

な限界を抱えていると⾔っても過⾔ではなかろ

う。インド，中国においては，当⾯の間はより

⾼度な IT技術者の育成につながる IT ソフト

ウェア・サービスを中核とした国内振興策の陰

に隠れて，IT アウトソーシング全体の成⻑を

⽀えていくことになろうが，インドの場合，輸

出への依存度が⾼いため，国内需要，特にハー

ドウェアとの連関需要が中国に⽐較して希薄で

あること，そして全体としてのサービス業⽐率

―ADBデータによれば，農業・鉱⼯業・サービ

ス業の⽐率の内，サービス業が 2004 年までに

50％近くを占め，主として⻑期にわたって同部

⾨の成⻑率が⾼い―が⾼く，ITソフトウェア・

サービスが，その⾼いサービス業⽐率をさらに

⾼める役割を果たしている。製造業よりも早期

的に第三次産業が雇⽤を創出し，GDP の構成

⽐を⾼めるという開発の⽅向性を議論すべき道

筋も残されており，BPO⾃体の位置づけと，よ

り詳細な個別企業事例も含めた調査とが今後の

研究上の課題となってこよう。

（2005年８⽉ 31⽇）
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注

⑴ IBM は 04 年にコンピュータ部⾨を中国の連想

（レノボ）集団に売却することを発表した。

⑵ ブラジルのソフトウェア・サービス産業と市場分

析については，Veloso［2003］が詳しいので参照さ

れたい。

⑶ 伊⽥昌弘「インド・ソフトウェア産業―IT時代の

逆襲」国際ビジネス研究学会，関⻄⽀部報告，2005

年６⽉ 25⽇，「ひょうご」学習プラザ。インドのソ

フトウェア・サービス企業を新しいタイプの多国籍

企業として，どう定義するかということが今後，議

論される必要がある，と筆者は考える。アウトソー

サーとして出発した以上，インド企業は明らかに

IBM や NCR のようなハードウェアからソフト・

サービスへの転化を遂げた⽶国企業とは異なってお

り，それゆえ成⻑速度が速いということになる。こ

こから多⾓化戦略と他国のハードウェア企業（例え

ば台湾企業など）とのアライアンスへ向かいつつあ

る現状をどう捉えていくのかが，関連研究者の課題

として残されていよう。

⑷ インドの IT サービス・ソフトウェアの上位企業

としてインフォシス，TCS，ウィプロの名前が著名

であり，これら最上位企業の設⽴は各々 1981年，

1968年，1947年である。しかしながらウィプロは

トイレタリー製造・販売事業から 80 年代以降 IT

サービス・ソフトウェアへとコア事業を転換させて

おり，この中ではタタグループに属す TCS が⽼舗

的な存在ではあるが，いずれの企業も 90 年代を通

じて急成⻑を遂げたという点で共通している。

⑸ この技術的な効率性についてM. クスマノは次の

ように指摘している。「作業を設計と製造に分解す

るのは，いわゆるマスプロ産業では最も基本的な⾏

為だ。しかしソフトウェアでこれを⾏うと問題を⽣

じやすくなる。顧客が⾃分たちの望むものをわかっ

ていない場合，または開発チームが多くの試⾏錯誤

を繰り返さないと正しい設計や魅⼒的な新しい機能

を⾒出せない場合は，実にやっかいな事態となる。

ターゲットが完全に顧客向けのシステムだろうが，

マス・マーケット向けの製品だろうが，ソフトウェ

ア・プロジェクトは，特定の顧客または特定のマー

ケットに対して正しい機能を実現させるために，常

に設計，コーディング，テストを繰り返す必要があ

る。このような繰り返しを構造化し，バグ発⽣の

チェックを継続的に⾏うことは，同期安定化のプロ

セスの本質である。地理的にチームを分割すること

は，今⽇の通信技術を⽤いれば可能だが，エンジニ

アリングの観点からも，ビジネスの観点からも最適

であるとは⾔い難い」（Cusmano［2004］邦訳版，

292-293⾴）。

⑹ この定義は Ernest & Youngによるもので，イン

ドにおける BPO事業に参⼊している企業の全体像

と特徴を知る上であくまでも便宜的なものであるこ

とを断っておく。Survey on Offshore Sourcing in

India : India the Preferred Outsourcing Destina-

tion, Ernest & Young India, May 2003.

⑺ ハードウェアの⽼舗企業でもある NCR も 90 年

代にトータルソリューション・サービス企業へ転進

を遂げた典型的なケースである。経営コンサルティ

ング企業と並んで，こうした⽶国多国籍企業の「転

進」がインドアウトソーサーに多⼤な需要をもたら

す主要な契機となった。

⑻ ⽇本市場の場合，⼀般に⽇本語が堪能な上級 SE

（システム・エンジニア）がブリッジ SEを務めて

いる。発注した⽇本企業側と IT ベンダー側開発

チームの間に⽴って，要件定義書や基本設計書など

の確認と意思疎通を⾏うため⼆つの国を⾏き来す

る。ブリッジ SEの⼈⽉単価はおおむね 80万円以

上といわれており，⽇本語を話さない⼀般の SEの

倍であるが，こうしたブリッジ SEのコミュニケー

ション能⼒がオフショア開発プロジェクトの成否を

左右するとまでいわれている（『⽇経コンピュータ』

［2005］5.2）。南通，杭州，合肥の３カ所に海外事

業部を持ち，⽇本企業と取引を⾏っている⽇本企業

S社取締役 A⽒は「顧客企業ごとに SEをつけてい

るが，単価は⾼いという印象を持っており，インド

の場合，さらに⾼いという印象を持っている，従っ

て顧客（発注企業）も同様の印象を持っているので

はないか」というように述べている（筆者聞き取り）。

⑼ 2004 年 12⽉ 13⽇ NRIメディアフォーラムにお

ける蛭⽥智彦⽒談（CNET Japan掲載）。

⑽ 例えばウシュアス・テクノロジーズ・ジャパンは

顧客側のニーズに合わせて，派遣型開発，アウトソー

シング（オフショア），折衷型，開発ラボ（インド本

社の開発センターを契約に基づいて使⽤できる），

というように複数の選択肢と組み合わせを提供して

いる。またアンシンソフト・グローバルはインド⼈
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社⻑の在⽇歴（20 年以上）が⻑く，⽇本⼈のソフト

ウエア開発の⼿法を熟知し，⽇本企業との取引経験

が豊富であることを謳っている。（http//www .

ushustech.co.jp，http//www.sgyinc.co.jp）。⼤⼿ベ

ンダーの中でもWipro は，02 年末から横浜ランド

マークタワー内において⽇英語バイリンガル環境を

備えた⽇本開発センターを⽴ち上げており，同年に

同社社外取締役に元⼤蔵省財務官榊原英資⽒が就任

したように，⽇本市場開拓と⽇本企業に対する営業

を強化している。

⑾ ⽇本市場において，インド最⼤⼿ IT ベンダーで

ある TCS の顧客は外資系企業の⽇本法⼈であり，

⽇本語が壁となって，そのトップクラスの技術⼒を

反映した顧客獲得にまでは⾄っていない（同社

CEO，S. ラマドライ⽒談『⽇経コンピュータ』［2005］

5.2）。ここから先発⼤⼿と後発組（ベンダーウシュ

アス，アンシンソフト・グローバル等）の⽇本市場

への対応の違いだけでなく，⼤⼿ベンダー間におい

ても新興市場への対応の違い（先のサティヤム・コ

ンピュータ・サービスの例）を読み取ることができ

よう。

⑿ WTO加盟後，中国国内では違法コピーに対する

法整備，取り締まりが強化されてきたが，他⽅でソ

フトウェア企業の林⽴は，ITエンジニアの引き抜

きも活発化させるため，中国のソフトウェア企業に

おける ITエンジニアの定着率の悪さによる機密漏

洩，セキュリティ上の問題が完全に解決しているわ

けではない。

⒀ 05年８⽉に発表されたリナックス（Asianux2.0；

⽇中韓のソフト会社によって共同開発された）は，

その典型的な事例である。同年４⽉に中国政府は

「ソフト政府調達法」の草案を発表しており，シス

テムのリナックス化を図っている（『⽇本経済新聞』

2005年８⽉ 24 ⽇）。この結果，ウィンドウズなどの

⽶国製ソフトへの対抗⾊がより強まり，⽶中間のソ

フトをめぐる貿易摩擦も懸念されるようになってい

る。

⒁ 中国ソフトウェア協会（CSIA）理事⻑チン・チョ

ン⽒に対する⽇経コンピュータ誌のインタビュー記

事参照。「⽇経コンピュータ」2002 年８⽉２⽇号，

⽇経 BP社。
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